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FFGのお取引先企業をご紹介します。�
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株式会社オーレック

代表取締役社長 今村健二氏
取引店 福岡銀行 八女支店

株式会社西部技研

代表取締役社長 隈扶三郎氏
取引店 福岡銀行 箱崎支店
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代表取締役社長 森昭典氏
取引店 福岡銀行 久留米営業部

株式会社永井製作所

代表取締役社長 永井毅氏
取引店 熊本ファミリー銀行 本店営業部

福岡銀行 熊本営業部

株式会社中村ストアー

代表取締役社長 中村國昭氏
取引店 親和銀行 浜田町支店

頭取の企業訪問
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に聞く�

独創的な製品創りを続ける
農業機器開発企業
─創業者である父が１９４８年に大橋
農機製作所を創業したのが当社の
始まりです。創業以来、「大手メー
カーが作っていない独自の製品で、
農家が本当に必要としている製品を
作る」という理念を掲げ、潜在的な顧
客のニーズをつかみ、バーチカルポ
ンプ（クリークの水を田んぼにくみ上
げるポンプ）や小型草刈機を始め、
他社が作っていない独創的な製品
を次 と々開発し、市場に投入してきま
した。競合企業に対して、常に一歩
先を行く製品開発を続け、市場シェ
アを伸ばしています。現在の主力製
品である草刈機では国内シェアトッ
プの地位にあります。なお、草刈機は、
食の安全安心に対するニーズの高
まりに伴い使用が控えられている除
草剤に代わり、需要が伸びています。

積極的な投資が発展の礎
─会社設立当初は経営が順調では
なく、当時の主力商品であるバーチ
カルポンプが在庫の山となって借金
が増え、事業存続の危機だったので

すが、その後の干ばつに助けられ、
田んぼに水をくみ上げるバーチカル
ポンプが飛ぶように売れ、借金を完
済し、運転資金にゆとりができました。
そこで、当時の社長である父は手に
した大金に更に借金をして、歯車加
工機を導入しました。そのような積極
的な投資に対し、周囲からは批判を
受けたのですが、その投資によって
歯車を「核」とする農業機械製造企
業へ転換することができました。こう
した、借金を恐れずに「ここぞ」と言う
時に思い切って投資する決断力は
私も受け継ぎ、社長就任まもなく全国
展開を見据え、現在本社のある広川
中核工業団地への進出を決めまし
た。父も応援してくれました。

新社名「ＯＲＥＣ」に込められた
企業理念
─私が社長に就任したのは、創業４０
周年目の１９８８年です。父から社名
変更も含めて好きにして良いと言わ
れたこともあり、同年に社名を「オー
レック（ＯＲＥＣ）」に変更しました。
ＯＲＥＣという社名は、それぞれオリ
ジナリティー（独自性）と、リアライ

ゼーション（実現性）、エッセンス（本
質）、チャレンジ（挑戦）の意味で、顧
客ニーズの「本質」を捉え、「独自性」
のある製品開発を「実現」させること
に「挑戦」し続ける企業でありたいと
いう想いから私が考え出したもので
す。

顧客の潜在的なニーズを的確に
捉えた製品開発力が強み
─私が当社に入社後、全国での営
業展開を図るために関東で営業を
行っていた時の苦しい経験が、私、
そして当社の現在の礎となっていま
す。当時の当社は九州域内を営業
基盤とするローカル企業でしたので、
社長だった父に全国展開をすべき
だと進言したところ、「甘いことを言う
な、そんなこと自分でやってみてか
ら言え」と怒られ、私も意地になって
自ら関東地区に営業に出ました。当
初は営業に行っても全く相手にしても
らえず、夜も眠れない程非常に苦し
い思いをしたのですが、それだけ追
い込まれたからこそ、顧客が求めて
いることを徹底的に考えるようになり、
その結果大ヒット商品を生み出すこと
ができました。私はその時の経験を
通して、「真の顧客指向」を身につけ、
そして顧客の潜在ニーズを的確に
捉えてそれを商品化することの大切
さを知ることができました。今はそう
いった経験をさせてくれた父に感謝
していています。
─そして、その潜在ニーズを満たす
ことのできる製品を、創業直後から
培ってきた「歯車」製造技術をコアに
した自社内での一貫生産システムを
活用して低コストで実現することが
できるのが当社の強みです。また、
低コストと同時に、品質も重要視して

■創 業：１９４８年１０月
■設 立：１９５７年７月
■所 在 地：福岡県八女郡広川町
■資 本 金：９５百万円
■従 業 員：２０５名
■事業内容：農業用機械の製造、
販売
■主な製造品目：小型草刈機
（モアー）、耕運機、管理機、
除雪機、運搬機
■製造拠点：本社（福岡県八女
郡広川町）、城島工場（福岡県
久留米市）

株式会社オーレック

今村健二氏
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います。失敗から学んだことの一つ
に、現在の本社工場が稼動後、売上
げを伸ばさないといけないという焦り
から、効率的な開発を行おうとして開
発の工程を省略化したため、品質の
低下を招き、業績が低迷したことが
ありました。その後は品質を重視した
「丁寧な開発」を心がけ、逆に従前よ
りも開発工程数を増やしたことで、お
客様に評価していただき、売上げを
伸ばすことができました。

真の顧客指向を全社員で実践する
ため、人材育成に注力
─顧客ニーズの見極めなど、核とな
る仕事を私がずっとやっていたら社
員が育たないという考えから、現在
は開発の一線から退き、人材育成に
注力しています。また、開発部署と営
業部署の間にＣＳ部をつくり、営業を
通じて顧客のニーズを吸い上げ、開
発に活かす仕組みを作るなど、自分
が一人で行ってきたことを３つに分
けて、組織化しています。真の顧客
指向を全社員で実践するのは簡単
にはいきませんが、少しずついい方
向に向かっているように感じていま
す。

今後の継続的な成長を目指し、
本業を活かした新たな事業を展開
─今後も当社が継続的に発展して
いくため、現在、柱となる本業を３つ
以上持つことを目標に新事業開発に
努めています。新事業開発にあたっ
ては、本業である農業用機械と全く
違う事業をしてもうまくいかないと考
え、軸足を本業に置いたまま、本業と
相乗効果が期待できる分野に片足
を突っ込むというイメージで開発を進
めています。開発のキーワードは「健
康」と「環境」です。その中でまず、健
康食品事業が芽を出しつつあります。
健康食品事業では当社の製品であ
る、サツマイモの葉を処分するため
の粉砕機械における経験を活かし、
栄養価の高いサツマイモの葉を活
用した健康食品を開発、販売にも着
手しています。まだ、販売ノウハウが
不足しており、軌道にのったとは言い
がたいのですが、徐 に々売上げを
伸ばしていこうと考えています。また、
環境の分野ではＣＯ２削減型の農業
機械の開発など、自社に出来ること
から始めていこうと考えています。そ
うして、数年内に売上高１００億円を
達成するのが当面の目標です。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

当社はお客様のニーズに徹底

的にこだわり、新機能を備えた

当社オリジナルの商品を次々と

開発することで、農業機械マー

ケット全体が縮小する中にあっ

ても、売り上げを順調に伸ばし

ておられます。こうした、「真

の顧客志向」に基づいた経営の

実践は全ての企業経営に通じる

のではないでしょうか。

「食の安全・安心」へのニー

ズが高まる中、当社の製品開発

に大いに期待しています。

乗用草刈機 ラビットモアー 自走あぜ草刈機 ウィングモアー 本社
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当社の事業内容および

製品について

─当社のコア技術は金属、アルミ、機
能素材、シリカゲル等あらゆる素材を
ハニカム状に成型する技術です。蜂
の巣の形状をしたこのハニカム構造
は、表面積が非常に大きいため吸湿
力が高いという特性をもっており、当
社はこの特性を活用し「環境保全」と
「省エネルギー」に直接貢献する空
調機器・部品の製造・販売を行って
います。
国内シェアの約４割を占める除湿
機は、デシカント（乾燥剤）を用いて
低湿度に維持する機器で、主に食品
や医薬工場などで使用されていま
す。今後は、極端に湿度を嫌うハイブ
リッド・電気自動車用のリチウムイオ
ン電池工場や原子力発電所の需要
拡大を期待しています。
温度と湿度を調整することで冷暖
房効率を向上させる全熱交換器は
国内シェア７割を誇り、空調機器の
部品として主に病院やオフィスビル
などに広く使用されています。
また、ＶＯＣ（揮発性有機溶剤）濃

縮装置は、主に自動車や造船などの
塗装ブースや印刷工場、半導体工
場などで使用されており、排ガス処
理コストを大幅に低減するのに役
立っています。
環境設備機器のマーケットはまだ
小さいですが確実に伸びる分野で
あり、特に除湿機市場の拡大を実感
しています。加えて、この分野は市場
規模があまり大きくない一方で、特殊
技術が必要であるため参入障壁が
高く大手が参入する可能性は小さく、
この分野に注力していることが当社
の強みであると考えています。

九州のベンチャーの草分け的な

開発型企業

─創業者である父が九州大学工学
部の教鞭をとりながら、１９６１年に隈
研究所を開設したのが当社の始まり
です。創業以来、「独創」を重視し、他
社にない独創的で競争力のある商
品の開発に努め、当社製品の源であ
るハニカム積層体を製造する装置も
独自で開発しました。創業の経緯や
自社開発への取り組みから九州にお

ける「大学発ベンチャー」の草分け的
な開発型企業との評価も得ています。

知的財産戦略

─当社は従前から自社開発にこだ
わり、約２００名の社員のうち約３０名を
研究・開発部署に配しています。ま
た、知的財産戦略にも２０年以上前か
ら取り組み、社内のアイデアを早期に
権利化することで保護する社内体
制を構築し、現在、国内外に約１５０件
の登録済み特許（実用新案含む）を
保有しています。加えて生産技術の
流出防止のため、収益の源であるハ
ニカム積層体の製造は、スウェーデ
ン、中国、米国にも製造拠点を構えた
今でも国内の自社工場でのみ行っ
ています。加えて、自社のノウハウ・
技術の結集である製造装置は内製
化し、一切公開もしていません。

経営理念は『独創と融合』

─創業以来重視してきた「独創」に
「融合」を加え、１９９６年に『独創と融
合』を経営理念としました。私は創業
者が大切にしていた「独創」を受け
継ぎ、「融合」に力を入れています。
融合には、個性や独創性ある社員一
人一人の力の結集により企業を成長
させるということと、お客様のニーズ
と当社の独自技術の融合により社会
に貢献する製品を開発するという二
つの意味があります。

エンドユーザーへの接近により

事業領域を拡大中

─創業者の時代は、ハニカムという
コア技術のつまった部品の販売や、
相手先ブランドで生産することが事

■創 業：１９６２年１１月
■設 立：１９６５年７月
■所 在 地：福岡県古賀市
■資 本 金：１００百万円
■従 業 員：２００名
■事業内容：環境保全・省エネ
機器の製造、販売
■主な製造品目：デシカント
（乾燥剤）空調機・除湿機、全
熱交換器、ＶＯＣ（揮発性有
機溶剤）濃縮装置等

■製造拠点：本社・工場（福岡
県古賀市）、スウェーデン、
中国、米国

株式会社西部技研

隈扶三郎氏
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業の中心でありましたが、私の代に
なり最終製品まで自社で製造し、自
社ブランドとしてエンドユーザーに
販売することに注力しています。他
社にない独自技術を基に付加価値
のついた完成品を販売することで収
益性を高めると同時に、ユーザーの
ニーズを直接把握することができ、
製品開発にも大きなメリットがありま
す。
また、エンドユーザーに近づくこと
で、メンテナンスやアフターサービス
などビジネス領域を拡大しており、
２００７年からは除湿機のレンタル事
業も展開しており、昨年には小規模
のドライルームの設置事業も始めま
した。
このように、エンドユーザーへの
接近（融合）により当社の事業領域を
拡大していますが、これは当社に独
自技術（独創）があるから可能であ
ると考えています。

海外市場への展開

─海外との最初の取引は１９７６年の
韓国の造船会社への除湿ローター
の輸出です。その後、９３年には欧州
で第２位のシェアをもつスウェーデ
ンの除湿機メーカーを買収し、現在
ＥＵ１７ヵ国に販売代理店を設置して
います。
０７年には、ビルの建設ラッシュが
続く中国での省エネ需要の取り込み
図る目的で中国に工場を建設し、約
３割の生産コストの削減と納期短縮
に繋がっています。
アメリカでも０１年に設立した１００％
子会社を通じて全熱交換器を販売し
てきましたが、０９年１月には現地企
業との合弁による全熱交換器の生産
子会社を設立しました。日本、ＥＵ、
米国、中国の４拠点での生産体制
が確立し、今後世界シェアの拡大を
目指しています。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

当社は除湿ローターの製造で

世界トップクラスのシェアを誇

るなど、世界のマーケットで大

きな存在感を示しておられます。

それを可能にしているのが当社

独自の技術と、それを用いた製

品開発力です。また当社が以前

から特許戦略を重視していたこ

とが成長の源となっており、こ

うした取り組みは開発型企業に

とって大いに参考となるのでは

ないでしょうか。

デシカント除湿機
「ＤＲＹ‐ＳＡＶＥ」カセット

デシカント除湿機「ＤＲＹ‐ＳＡＶＥ」小型コンパクト
ユニット“ＤＳＴシリーズ”ＣＡ７Ｕ８ＢＢＰ

当社展示室の染色画「アルトハイデル
ベルク」（作者 皆川泰蔵氏）の前にて本社・第一工場
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に聞く�

会社の設立
─当社は、１９５１年、㈱ブリヂストンの
分社化でできたビーエスコンベヤー
㈱の事業拡大に伴い「九州電線株
式会社」の社名で久留米に設立され
ました。
設立の背景には、九州が台風の
常襲地で、当時は毎年のように台風
の襲来を受けていましたが、緊急復
旧用の資材として多く使われていた
通信用屋外ゴム線のメーカーが主と
して大阪以東にあり、しかも輸送機
関が不完全という事情もあり、九州で
電線を緊急に入手する生産拠点を
確保する必要がありました。そこで、
当時の電気通信省（現ＮＴＴ）から
打診を受け、設立されました。

「大電」に込める思い
─創業者は吉田直大で、元㈱ブリ
ヂストンの常務取締役でした。電線
事業の将来性については未知数で
したが、その公益性、必要性を強く認
識し、事業化を決意しました。
その後、事業エリアが九州以外に

も拡大し、特定の地域と製品名を指
すイメージの社名を、１９６３年に現在
の「大電株式会社」に社名変更しま
した。社名の由来は、「大」は、これか

らの経営者は、視野を広く持ち、品質
の良いものを国内だけではなく海外
まで提供し、社会の繁栄に貢献した
いという思いと、そのためには事業
規模はある程度大きくならなければ
ならないとの理由から、「電」は、今後
到来するであろう電気社会で各分
野においてさらに成長したいとの思
いと、電線の「電」でもあるということ
からつけられました。大は、吉田直大
の大でもありました。
なお、創業者の社会に貢献したい

との思いから、１９５８年には私財を投
じて「財団法人吉田学術教育振興
会」を設立しました。財団は、福岡県
内の小中高校に教材、図書を寄贈し、
高校、高専、大学生に奨学金を給付
し、さらに近未来の社会生活におい
て実用化され、もしくは応用できると
思われる理工系の学術研究に取り組
んでいる福岡県内の研究者に学術
奨励金を贈呈しています。贈呈金額
は、財団創設から２４年間で、４億
２３００万円ほどになっています。

ロボットケーブルの国内
トップメーカー
─電線・ケーブルの製造が当社の
基幹事業です。中でも、昭和５８年以

来、株式会社安川電機様のご支援
を受け、開発に取り組んできたロボッ
ト用ケーブルは、今では国内の数多く
のロボットメーカーに採用していただ
いており、国内マーケットの約４０％を
生産している国内トップメーカーとな
りました。実は２００５年に開催された
愛知万博の開会式で使用されてい
たロボットには当社製品が使用され
ていました。大変光栄なことであると
同時に、世界の注目が集まり、各社
が最新鋭の技術を発表する万博の
場で、トラブルがあってはならないと、
大きなプレッシャーでもありましたが、
入念な準備と万全な体制で臨み無
事に終わることができ、当社にとって
大きな自信となりました。今後も成長
が見込まれるロボット産業において、
更なるシェア拡大を目指し、人・もの・
カネを優先的に投入し、技術開発を
積極的に行い、磐石な基盤を構築し
たいと考えています。

ニッチトップな商品群
─ロボット用ケーブルの他にも、対象
のマーケット規模は大きくはありませ
んが、トップシェアを誇る製品があり
ます。船舶用油圧バルブは約５０％、
バッテリーインジケータは約８０％の
マーケットシェアを有しています。ま
た、今後成長が期待できるメディア
コンバータもトップシェア企業に肉薄
しており、シェアトップを目指しています。

当社の強みは「現場力」
─当社は創業以来、技術力・品質と
もに高い評価をいただいております
が、その源となっているのは、現場力
です。現場力を支えているのは人と
技術です。当社には地域の優秀な人
材が技術部門や製造部門に数多く
就職してくれています。特に技術者
については約１００名を抱え、事業規
模に比して層が厚く、絶えず新製品

■創 業：１９５１年３月
■設 立：１９５１年３月
■所 在 地：福岡県久留米市
■資 本 金：４１３百万円
■従 業 員：４５０名
■事業内容：電線ケーブル等製
造業
■主な製造品目：電線ケーブル、
電力用機器、産業機器、ネッ
トワーク機器等の開発と製造
■製造拠点：久留米事業所（福
岡県久留米市）、佐賀事業所
（佐賀県三養基郡）、上峰事業
所（佐賀県三養基郡）

大電株式会社

森昭典氏
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や新技術の開発に取り組めています。
また、製造現場の一人一人のオペ
レーターから工場スタッフに至るまで、
品質や納期に対する意識が高く、お
客様から高い信頼をいただいてい
る基盤となっています。これは、お客
様の満足度向上に努めることが会社
の信用・信頼の基礎であることを社
員一人一人が認識し、市場（お客
様）が求め・期待するニーズに如何
にお応えするかを日常業務のなか
で常に考えているからであると思っ
ています。また、社員一人一人が当
社の企業理念である我等の信条「我
等は信頼と敬愛のもとに積極 正確
迅速に行動し協力一致 会社の発
展 従業員の幸福 社会の繁栄を
期す」を理解し、実践していることも
大きな支えとなっています。

徹底した「信頼性試験」
─多機能化と多軸化が急激な速さ
で進むロボット用のケーブルは、高
い屈曲性と強度が求められます。そ
こで、当社では屈曲・捻回等の数種
類の試験を徹底して実施しており、
屈曲試験を１億回以上行うこともざ
らにあります。例えば、１億回の屈曲
試験を行う場合、１回に１秒かかる
としても１１００日以上、つまり３年以上
の長い期間かかります。こうした時間

がかかる信頼性試験を永年実施し
てきたことによって得られたデータや
ノウハウが、当社の製品開発を支え
ており、お客様からの信頼の源泉で
あり、当社の強みとなっています。

注力している事業と将来展望
─現在注力しているのは、先述しま
した「ロボット用ケーブル事業の更な
る成長と拡大」と、「海外市場の開拓」、
「新製品、新技術の開発」の３つで
す。「海外市場開拓」については、国
内で高いシェアと評価を得ている当
社の製品は、海外市場においても同
様の評価を得る可能性があると考え
ており、アジアのみならずアメリカや
ヨーロッパ市場への参入を目指して
います。「新製品、新技術の開発」に
ついては、お客様のニーズに応える
こと第一にしており、技術者は絶えず
お客様のところに出向いて、市場の
声を直接聞き、四半期毎に開催して
いる研究開発担当者報告会で経営
陣に直接伝え、新製品や新技術の
取り組みを加速しています。
このような活動をとおし、更なる事
業規模の拡大、事業基盤の強化を
図り、当社を「明るく、楽しく、元気な九
州のグローバル企業」へ成長させて
いきたいと考えています。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

当社が自社製品の性能管理を

徹底して実施されていることに、

まず敬服いたしました。当社の

「モノづくり」への正直な取り

組み姿勢は、電線の製造と言う

極めて公共性が高い事業に、永

年取組まれたことにより培われ

た伝統であり、その伝統が、高

度な技術が要求されるロボット

用ケーブルの国内Ｎｏ１企業と

なられた礎になっていると感じ

ました。今後においても私たち

の生活環境の改善に繋がる製品

を開発・製造していただけるこ

とを期待しています。

進歩くん

ロボットケーブル 本社
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鉄骨ファブ（鉄骨加工）業界の
キーカンパニー
─創業は１９５７年。先代の社長であ
る父安雄氏が熊本市に創立したの
が当社の始まりです。９３年に先代か
らバトンを引き継ぎ、社長に就任して
今年で１６年目を迎えます。創業当時
から建設用鉄骨の設計・製作・施工
を一筋に手がけ、営業エリアは九州
一円と広範囲となります。高い技術
力と確かな施工実績から、受注先の
中心はスーパーゼネコンなど大手
建設業者となっています。全国にあ
る約１万社と言われる鉄骨ファブ
（鉄骨加工）業界の中でも、九州での
当社の知名度も徐 に々浸透しており、
前年度（０８／２期）の売上高は１００億
円を超える規模にまで成長しました。
現状に甘んじることなく、業界のキー
カンパニーとして、更なる技術力向
上に努めて参ります。

九州を代表する建築物の多くに
永井製作所の鉄骨製品が採用
─当社は、建築物のフレームとなる
鉄骨を建築物の設計図を基に部品
化し、組み立てて行く建設用鉄骨の
専門業者です。用途別に様 な々形に
鋼材を加工し、組み立てていく作業

は、熟練した技能者たちの高い技術
力によって支えられています。特に、
大型建築物の鉄構製作を得意とし
ており、昨年６月に竣工した「ＦＦＧ
本社ビル」や「福岡銀行箱崎支店」
の建物も当社が製作した鉄構製品
が使われています。主な建築物とし
て、「ヤフードーム」、「フェニックス
シーガイヤホテル」、「アミュプラザ鹿
児島」、「ＳＵＭＣＯ伊万里工場」、
「天神三越デパート」、「本田技研熊
本製作所新二輪工場」、「種子島Ｈ
－Ⅱロケット整備組立建屋」など、数
多くの発注をいただきました。また、
現在建設中の「新博多駅ビル」にも
当社の鉄構製品が使われており、九
州を代表する建築物の多くに当社の
鉄構製品が採用されています。現
在では、数々の施工実績が当社の
自信につながっており、大型建設用
鉄骨といえば「永井製作所」の名前
がすぐに上がる様、当社の知名度を
益 浸々透させたいと思っています。

最先端の設備と熟練した技術者
たちに支えられる技術力の高さ
─当社の本社工場の特徴は、工場
の広さと製作した建設用鉄構製品の
大きさです。本社工場は、間口８５�・
奥行き２２０�、事務所を合わせた敷
地面積は７１，１１２�と広大であり、八
代工場（敷地面積２６，１２６�）まで併

せると九州トップクラスの設備規模を
誇っています。広大な工場ゆえに大
型の受注を可能にしているとも言え
ます。また、工場内には、人の背丈を
越えるほどの鉄鋼製品がいくつも並
んでおり、現在の本社工場のほとん
どの鉄構製品が「新博多駅ビル」向
けの製品となっています。作業現場
の中には、一度に何人もの作業員が
集まって溶接作業を行うなど、多くの
労働力と高い技術力が必要となる工
程も多く、現場からは一種の緊張感も
伝わってきます。特に、新幹線のプ
ラットホームに使われる鉄鋼製品は、
列車の通過による頻繁な振動負荷
が予想される箇所に設置されるため、
高い安全性と耐久性が要求されて
おり、念入りな溶接作業を繰り返し
行ってく必要があります。例えば、施
主から要求されている技術例を上げ
ると、通常、鉄構製品を製作する場
合の製品精度は最大で、±３�以
内。施主によってはそれ以上となる
場合もあります。当たり前に組み立て
られているように見える建設用鉄構
製品にも、対応できる高い技術力が
あって始めて対応が可能となるので
す。このように、当社の製品のひとつ
ひとつに高い品質が求められられて
おり、かつオーダーメイドとなってい
るのです。そうした高い要求に確実
に応えて行くことが、明日への受注に
つながっていくと考えています。

「技術の継承」が今後の課題
─当社のもう一つの特徴は、社内外
注工が少なく、正社員を２８０人の規
模で抱えていることです（この業界
の多くは、社内外注工を抱える割合
が多い傾向）。機械化にも限度があ
るため、技能者の育成は重要な要素
なのです。大事な作業工程には、必
ず熟練工の技術が必要となってきま
す。しかし、これだけの技能者を抱え

■創 業：１９５７年３月
■設 立：１９５７年３月
■所 在 地：熊本県宇城市
■資 本 金：８０百万円
■従 業 員：２８０名
■事業内容：鉄骨鉄筋工事業
■主な製造品目：大型建設用鉄
鋼の設計・製作・施工
■製造拠点：本社・工場（熊本
県宇城市）、八代工場（熊本県
八代市）

株式会社永井製作所

永井毅氏
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ていても、他の労働集約型企業と同
様、高年齢の熟練工の割合は高くな
る傾向にあり、「技術の継承」が今後
の課題となっています。「技術の継
承」は、本来、仕事を経験することで
先輩から後輩へと受け継がれていく
ものですが、あえて「熟練工」と「若
年工」との混合チームで作業を行わ
せることで、継承の機会を作り出して
います。また、構造スタイルも「流行り
廃り（はやりすたり）」があるため、技
術の承継は思ったほど簡単にいかな
いのが現実です。とは言え、社内外
注工に頼らず、多くの技能者を正社
員として雇用し、将来を見据えた技
能者育成を重要視する営業スタイル
そのものが当社の強みとなっています。

「環境にやさしい企業」をモノづく
りのキーワードに
─当社のモノづくりは、「環境にやさ
しい企業」をキーワードに取り組んで
います。具体的に「環境にやさしい企
業」とは、ムダをなくすこと。製造過程
のミスを無くすことで、作業のロスを
無くし、最終的にはエネルギーロス
を無くすと考えています。更には、機
械設備を大切に使うことで、極力ム
ダを省いたモノづくりが実践できま
す。まさに「使えば資源、捨てるはゴ
ミ」。モノづくりを進めるうえで、「環境
にやさしい企業」をキーワードにすれ
ば、全てが良い方向に向かっていく
と感じています。当社の「環境にやさ
しい企業」としての取り組みは、これ
だけではございません。当社にある
営業車の多くはハイブリッドカーで揃

えています。そのうち、早いものにな
ると５年前から営業車として導入し
ており、以前から「環境にやさしい企
業」としての取り組みを真剣に実践し
てきました。

更なる飛躍を目指して
─現在の景気後退による受注減は
避けられそうにもありません。実際、
大手メーカーによる大型工場の九州
進出計画も見直しが進められており、
当社にとっては厳しい局面を迎えつ
つあります。今後の受注の見通しに
ついては非常に予測しづらい状況に
あります。したがって、具体的な数値
目標は計上できませんし、また、鋼材
価格についても、昨年はかつて経験
したことのない乱高下を経験しまし
た。今後の鋼材価格についても不透
明感が強くなっています。このような
景気後退の局面にあって、プラス材
料をあげるとすれば、雇用環境の改
善が期待できることです。景気後退
の局面では、３Ｋと呼ばれる我 業々
界でも優秀な人材を確保できるチャ
ンス。ここ数年の景気回復局面にお
いて、思うように進まなかった採用状
況も、少しは改善方向に向かうと期待
しています。当社社員の平均年齢は
「３８歳」。業界の中では若い企業に位
置しますが、将来を見据えた技能者
育成を重要視する当社にとって、更
なる飛躍を目指すためにも優秀な人
材確保ができる現在のタイミングを
チャンスに変えて行きたいと考えて
います。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 鈴木 元

当社の大型建設用鉄鋼は、ま

さに九州を代表する建物の多く

に使用されています。最先端の

設備と熟練した技術者たちに支

えられた技術力を維持し、常に

業界の「リーディングカンパ

ニー」として一歩先行く企業で

あり続ける努力は、目を見張る

ものがあります。今後とも、熊本

の「キラリ」と光る企業として、

地域社会に大いに貢献されるも

のと期待しています。

建設中の「ＦＦＧ本社ビル」

建設中の「新博多駅ビル」
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スーパーマーケットを核事業に
今年で創業５０周年
─わが社は生鮮食品を中心とした
スーパーマーケット『エレナ』を、長崎
県と佐賀県に３５店舗を展開している
ほか、１００円ショップ『ダイソー』とレン
タルビデオショップ『ＴＳＵＴＡＹＡ』
のＦＣ店を展開しています。創業者
である父義治（現相談役）が自宅で
中村ストアーを開店したのが１９５９年
のことで、今年４月にお陰様で創業
５０周年を迎えることができました。

愚直なまでの鮮度へのこだわり
─どのような時代にあっても変わらな
い人 の々願いとは、家族が健康で楽
しく暮らせることではないでしょうか。
その基本は、安全で、新鮮で、栄養
バランスの取れた美味しい食生活
であると私は思います。私たち中村
ストアーは、新鮮食品の品揃えを最
重要と考え、どこよりも新鮮な食材を
お届けすることを大切にしています。
当エレナグループのＭＤ担当者の
仕事は、早朝、生鮮卸市場へ行くこと
から始まります。鮮魚から野菜まで、

一つひとつ自分の目で見、手にとっ
て鮮度や品質を確認し、納得のいくも
のだけを買い付けます。この仕入れ
方法は、創業以来ずっと受け継いで
きたことで現在も変わりません。
また、経営効率化の波の中で、多く
のスーパーではセンター加工方式
（食品加工等をセンターで一括して
行う方式）が採用される中、わたしど
もは、鮮度へのこだわりから、精肉、
鮮魚の加工を店内で行うインストア
加工方式を採用し、店内での販売状
況をみながら必要な数量をアウト
パックして店内に陳列しています。
私はこれを食品スーパーのジャスト
インタイム方式と呼んでおり、手間暇
かかるやり方ですが、常に新鮮な食
材を提供することができるため、お
客様からの信頼に繋がっています。

より新しい食品を、より早く、
より安く
─鮮度の高い食品や良質の商品を
いつでも豊富に揃え、お求め安い価
格で提供する上で、大きな役割を果
たしているのが、２００１年に稼動を始
めた自社の流通センターです。ＥＯ
Ｓ（Electronic Ordering System：電子
受発注システム）の導入により、各店
の受発注作業はネットワークを介して
コンピュータで一元管理できるように
なり、品切れや不要な在庫を無くすな

ど、流通コストの大幅な削減を実現し
ました。この設備投資により商品回転
率が大幅にアップし、お客様にとって
より良い品をより早く、より安く、ご提供
できるようになったと自負しています。

お客様の普段の生活にとって、な
くてはならない存在であるために
─私たちの店づくりの基本は、「普段
の暮らしに役立つ商品が買いやす
い店」であることです。そのため、徹
底的にクリーンさに心を配り、常に商
品管理や品揃えをチェックし、スタッ
フ一人ひとりがお客様との温かな触
れ合いを持つよう心がけています。
入った瞬間から快適な雰囲気が漂う
お店であれば、お客様は必ずまた足
を運んでいただけるものと信じてい
ます。また、お客様は商品を購入する
ばかりではなく、商品に関する様 な々
情報も求めていらっしゃいます。各店
舗では、例えば旬の食材を使った料
理のメニューや暮らしに役立つ情報
などを店頭やチラシなどでご紹介し、
食生活を豊かに広げるための提案
を行っています。さらに、こんな商品
がほしいといったご要望から店内設
備に関するご意見まで、様 な々声を
お聞きし、反映しています。

競争に勝ち抜くための、魅力ある
人づくりと店舗づくり
─企業を支え、更なる飛躍を目指す
戦力となるのは、人の力です。エレナ
グループでは、社員一人ひとりの能
力を高め、仕事にフルに活かせるよう
な環境づくりに努めています。各種
研修制度や全国・海外への視察を
通じ、職場のみならず、地域に貢献
できる視野の広い人材を育成するこ

■創 業：１９５９年４月
■設 立：１９７９年７月
■所 在 地：長崎県佐世保市
■資 本 金：１５０百万円
■従 業 員：３６０名、パート社員
２，２４０名
■事業内容：スーパーマーケット

株式会社中村ストアー

中村國昭氏

10 FFG調査月報 2009年4月



とを目指しています。また、オール日
本スーパーマーケット協会（ＡＪＳ）
に加盟しており、全国６１社の有力
スーパー会員の皆様方と店舗の運
営、情報、教育、生活良好商品の販
売など互いの交換を図り、研究や研
修を重ね、さらによりよい店づくりを目
指しています。お陰様で、レジ係の
接客レベル向上を目的に同協会が
開催した「第４回チェッカーフェス
ティバル」の全国大会において、当
社社員が「優秀賞」を受賞すること
が出来ました。一方、常に快適な店
づくりを実現するため、社内での店
舗クリニックを行っており、品質管理、
配列、売場づくり、接客態度など数項
目のチェックポイントを定期的に検証
し、指摘事項があれば直ちに明らか
にし、改善に向けた取り組みを実施し
ています。

地域一番店を目指して
─企業としてまずお客様の信頼を得

ることが一番大切なことではないか
と思います。私どもの場合、それは
「商売の正しさ」という理念に基づい
ています。正しさとは、お客様に喜ば
れる商品を提供することだと思いま
す。鮮度の高さに徹底的にこだわる
姿勢は創業以来ずっと守り続けてお
ります。効率化や合理化が進む業界
にあって、人の手による仕入れは時
代遅れでしょうか。私どもは最終的に
はそれがお客様の満足となり喜びと
なると確信しています。もちろん、物
流部門においてはシステム化を図り、
より安く安定供給するための努力を
重ねています。その結果として、競
争の厳しい食品スーパー業界の中
において、お客様から地域一番店に
選ばれることを目指しており、常に自
らが汗を流すことを忘れず、地域社
会のお役に立つことを願い、誠心誠
意尽くしてまいります。今後とも、皆様
方のご指導ご鞭撻を賜りますよう宜し
くお願い申し上げます。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

お店に入った瞬間から、社員

の方の温かい笑顔と明るく広々

とした快適な空間に迎えられ感

激しました。また、店内を拝見

させていただく中で、商品の鮮

度を保つための様々な工夫に大

変感心いたしますとともに、中

村社長の食材へのこだわりや思

い入れがひしひしと伝わってき

ました。これからも、エレナグ

ループが地域の皆様にとっての

「食生活のよりよきパートナー」

として、益々発展されるものと

確信いたします。

エレナの自社流通センター

当社が運営しているエレナ広田店とＴＳＵＴＡＹＡ（２００８年６月オープン）
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異業種企業の農業参入における現状と課題

農業生産法人の設立等 農地リース方式

農地取得 所有・リースともに可能 リースのみ可能

参入区域 制限なし
制限あり

（市町村ごとに異なる）

法人形態
要件

�会社法の法人
（株式会社は株式譲渡制限
のある会社に限る）
�農業組合法人
（農業経営を行うもの）

要件なし

構成員要件
（出資者）

�構成員の３／４が農業関係
者であること
�企業等の持分（出資）は、
総議決権の１／４以下かつ
１構成員あたり１／１０以下

要件なし

事業要件
主たる事業が農業や

農業関連事業であること
要件なし

業務執行
役員要件

�役員の過半が農業や農業
関連事業に常時従事（原則
年間１５０日以上）すること
�さらに�の役員の過半が
農作業に原則年間６０日以上
従事すること

役員の１名以上が農業に
常時従事（原則年間１５０日
以上）すること

表１ 企業の参入形態（土地利用型農業） 平成２０年４月１日現在

（出所） 各資料をもとにＦＦＧ作成

はじめに

食を巡る様々な不安や急激な景気後退のなか、

農業への関心が高まり、新規就農を促す取り組

みが各地で活発です。

農業への新規就農は、個人のみでなく企業に

ついても、農業の生産性向上や地域の活性化に

も繋がると期待されており、実際に参入する企

業も見られています。

今回は企業の農業参入、特に農業の新たな担

い手として「土地利用型農業」への異業種から

の参入を中心に考察してみます。

１．企業の参入形態

企業の農業参入には、企業自らが農業経営を

行う形態と農業経営は行わず農作業等を受託す

る形態があります。

農地利用の有無

農業経営を行う場合、田や畑などの農地法上

の農地（以下「農地」と言う。）を利用する「土

地利用型農業」と農地を利用しなくても可能な

施設栽培や畜産等の農業があります。

農地の取得には様々な制限があるため、企業

が参入する場合には、農地利用の有無により、

その参入形態が異なります。

（１）農地を利用する場合の参入形態

企業が土地利用型農業に参入する方式は、

�「農業生産法人の設立等」
�「農地リース方式」
の２つの形態があります。

�農業生産法人の設立等による参入
農業生産法人とは、農地法上、農業経営を行

うために農地の所有・賃借が認められている法

人です。２００１年の農地法改正により株式会社組

織が農業生産法人となることが認められたこと

から、同法人の設立や既存法人への出資により、

農業への参入が可能となったものです。

�農地リース方式による参入
農地リース方式（正確には「特定法人貸付事

業」）とは、企業が市町村等と協定を締結するこ

とにより、市町村等があらかじめ設定した区域

で農地を賃借することで農業に参入する方式で

す。

企業は農業生産法人の要件を満たさず、現在

の会社形態のまま参入できます。

２つの参入形態の違いは表１のとおりです。

（２）農地を利用しない場合の参入形態

農地を利用しない場合、農地法の適用を受け

ないため、自由に参入が可能です。しかし、一

般の土地を利用する場合、農地に比べると税等

の負担が大きくなります。

なお、農業経営を行わない農作業の受託につ

いては特に制限はありません。

どのような形態で参入するかは、「どこで」

「何をつくるか」「どのような経営資源がある

か」などにより、その企業に適した形態を選択

することができます。

２．九州における企業の参入状況

土地利用型農業への参入状況

九州における土地利用型農業への企業の参入

産業調査
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合 計 農業生産法人 農地リース

福 岡 県 － － －
佐 賀 県 － － －
長 崎 県 ２４ ２１ ３
熊 本 県 ９ ６ ３
大 分 県 ４０ ３６ ４
宮 崎 県 ４９ ４９ －
鹿児島県 ８９ ５７ ３２
九 州 計 ２１１ １６９ ４２

（出所） 各県へのヒアリング、九州農政局資料をもとにＦＦＧ作成
注１ 農業生産法人はＨ２０年３月末、農地リース方式はＨ２０年３月１日現在

表２ 企業等の参入状況

生産品目�業種別割合�

野菜等�
83.3％�

建設業�
56.5％�食品業�

22.9％�

その他�
20.6％�

果樹�
� 7.1％�

7.1％�

工芸作物�
�

複合 2.4％�

図１ 参入企業の業種及び生産品目の割合

（出所） 各県へのヒアリング、九州農政局の資料をもとにＦＦＧ作成

についての正確な統計はありませんが、各県へ

のヒアリング等によると合計２１１件となってい

ます（表２）。参入形態別では、設立等には一定

の要件がありますが、農地を所有できる等のメ

リットも多い、農業生産法人の設立等による参

入形態が多く選ばれています。

地域により格差はありますが、企業の参入は

全国的にも増加傾向です。

参入企業の業種と生産品目

参入企業の業種は、建設業や食品業の２つの

業種が大多数を占めており（図１）、建設業では、

公共事業の削減対策や労働力の調整が、食品業

では、原材料の確保や高付加価値商品の創出な

どが主な理由として挙げられます。

生産品目をみると、上記の理由に加え、参入

企業の多い地域は畑作が盛んであることから、

野菜等が圧倒的に多くなっています。

地域による特色

参入が多い地域は、農地の畑率が高い、耕作

放棄地率が比較的に高いなどの地域的農業条件

に加え、高齢化に悩む農業の新しい担い手確保

策等、理由は様々ですが、各自治体が農業施策

として参入を促進していることが共通します。

長崎県では、耕作放棄地率が高いことや、諫

早干拓の大規模農地があること、また、大分県

では、特産品の安定供給策の他企業誘致という

視点も持ち、早くから企業の農業参入を促進し

ています。

農業の盛んな宮崎県や鹿児島県では、建設業

の新分野進出として早くから取り組まれてきた

ことに加え、鹿児島県では、全国に先駆け、一

般企業への農地リースを可能とした構造改革特

区の認定を受けていた市町村が多かったことも、

参入が多い理由となっています。また、宮崎県

や鹿児島県には大規模な農業生産者が存在し、

それらの方々からの技術的な指導や協力を得ら

れることも、参入の多い理由の一つと言えるよ

うです。

福岡県や佐賀県では、現在のところ土地利用

型農業への企業の参入は見られませんが、両県

は、水田率が高く、集落での営農組織が多いこ

とから、参入を検討する企業はあっても、実際

に参入には至っていないようです。

また、熊本県では、既存農家の規模が比較的

大きく、後継者問題が小さいことなども企業参

入が少ない理由として挙げられています。

これらの地域でも、農地を所有する企業経営

者が、企業形態でなく個人として農業へ参入す

る例（帰農）は見られています。

農地を利用しない参入形態では、福岡県や佐

賀県で、食品メーカーなどが自社の敷地などに

栽培施設を建設し、野菜栽培を行う事例が見ら

れます。この形態による参入は、大規模な施設

の建設や敷地を要し、それらの初期投資が大き

いことから、比較的規模の大きな企業の参入が

中心となっています。

３．企業参入における課題

（１）参入時の課題

現行参入制度上の課題

土地利用型農業に参入できる２つの形態も、

まだまだ参入のハードルが高いのが現状です。
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黒字�
11％�

赤字�
63％�

ほぼ均衡�
10％�

参入直後のため�
不明�

その他�

7％�
9％�

図２ 農業部門の経営状況

（出所） 農業参入法人連絡協議会、全国農業会議所

農業生産法人については、農外企業の出資制

限や役員の過半が農業の常時従事者であること

などの規制により、設立は容易ではありません。

また、農地リース方式では、市町村ごとに参

入の可否があり、参入可能な区域は、耕作放棄

地やそのおそれがある農地であるため、「条件

の悪い土地しか借りられない」との不満の声も

あり、企業が希望する場所に自由に参入できる

状況ではありません。

農家や地域との関係からの課題

「参入しようとしても農地を思うように取得

できない」という声も多く聞かれます。地域で

長年顔見知りのなかで営まれてきた農業。よそ

者である企業への警戒心は強く、農地への執着

も大きいため、「参入しても採算がとれなけれ

ば直ぐに撤退してしまうが、農地は返してもら

えない」、「農地を貸しても、資材置き場等に利

用される」などと思われていることが、農地取

得の妨げとなっています。

（２）参入後の課題

農業特有の課題

天候などの自然条件や収益までの時間軸など、

農業特有の課題もあります。

農業は天候に大きく左右され、計画的な生産

が難しいことや、農作物価格も市場価格の変動

リスクが大きいことなどが、企業にとっての大

きな負担となっているようです。

さらに、一度耕作をやめた農地では直ぐに農

業はできないため、再整備が必要となります。

これらの理由により、参入から収益をあげる

までの期間が長く不安定であることから、参入

企業の農業部門での経営状況は、黒字の割合が

１割程度となっています（図２）。

また、高付加価値の農作物をつくるには技術

やノウハウが必要ですが、それらの知識がない

ため生産に失敗したり、せっかく作っても販路

が確保できない、市場価格での取引では採算が

とれないなど農業の壁に直面し、早期に撤退し

ていく企業も見られます。

４．農業参入時の留意点

参入企業の方々に話を伺うと

「異業種からの参入には本業がしっかりしてい

ないと難しい。」

「目先の利益を求めて投資をする場合は農業に

手を出さないほうが良い。」

「農業は長いスパンで考えないと参入できな

い。」

「生産だけでなく、加工、流通、販売までしっ

かりと考えること。」

「地域への貢献を意識すること。」

と口をそろえて言われます。

どのような商売を始めるにしても共通するこ

とですが、資金や技術の習得、販路などの事業

計画を立て、さらに農業社会（地域社会）をしっ

かりと分析して参入することが重要です。

農業特有の収益までの時間軸や天候などの自

然条件を理解し、地域や農業者からの信頼を得

ることが、農地確保や技術の習得、労働力確保

などへの地域からの協力に繋がり、収益の向上

や規模の拡大など企業の成長となる。その効果

が地域に還元されることで、企業と地域の成長

モデルとなります。

これから参入を検討される企業は、既存の農

業者や他企業との連携により、自らの強みを活

かせる役割を担うことで農業分野と関係するこ

とも有効です。まずは農業者の信頼を得ること

で、自らも農業への理解や知識を吸収すること

により、次のステップである農業経営への参入

の道が開けると考えられます。

産業調査
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※農商工等連携事業とは、農林漁業者と中小企業者が共同で行
う新たな商品やサービスの開発等に係る計画について国が認定
を行い、この計画に基づく事業に対し、補助金、政府系金融機
関による低利融資、信用保証の特例等の支援を行うことにより、
農林漁業と商工業等の産業間連携を強化して地域経済を活性化
する取り組み。

【共同申請者】� 【代表者】�

【連携参加者】�

原材料栽培・供給� ジャム・ソース製造�

株式会社馬場長六商店�

ハサップに準じた生産設備�

長崎県工業技術センター�

ブルーベリーの成分分析�

株式会社プランツ�

苗の研究開発�

堀内商事株式会社�

販売ノウハウ�

連
携
体�

商品の販売�

㈲フロンティアアグリカルチャー�
ながさき�

高品質なブルーベリーを�
安定供給する栽培技術�

図３ ＦＡながさきの農商工等連携体制

（出所） ＦＡながさき

５．様々な支援制度の活用

農業には公的な制度資金、農業技術指導など

様々な支援制度があります。特に、本格的に農

業をする場合、「認定農業者」制度の活用は欠

かせません。

また、昨年開始された「農商工等連携事業」な

どの国の重要施策にも目を配り、支援制度を研

究し、使えるものは使いこなすことも重要です。

農商工等連携事業の活用事例

�堀内組 長崎県佐世保市（建設業から参入）

当社は建設業の生き残りと企業として地域か

ら必要とされる会社を目指し、「（有）フロンティ

アアグリカルチャーながさき（以下「ＦＡなが

さき」と言う。）を設立し、２００６年２月から農業

生産法人として営農開始しました。

０７年２月「認定農業者」として佐世保市から

認定を受け、福岡県の先進的なブルーベリー生

産法人との提携による技術導入により、地元農

家と競合しないブルーベリーの栽培を開始しま

した。ブルーベリーは痛みが早いため、国内の

生果物としては輸入物よりも優れ、健康にも良

く、加工のバリエーションも多いのが強みです。

現在栽培は順調で、地元農家にも技術普及を

行い、一緒に新しい地域ブランド品として生産

を拡大し、地域を活性化していきたいとのこと

です。

ＦＡながさきの「地元産ブルーベリーを活用

したジャム・ソースの開発・販売」は０８年９月、

農商工等連携事業計画の認定を受けました。

ＦＡながさきと地元企業などが連携し、「安

心・安全・健康」なブルーベリーを原料とした

ジャム・ソースの開発、製造、販売をそれぞれ

の強みを活かしながら行うものです（図３）。

ブルーベリーが、佐世保バーガーに次ぐ「佐

世保の新名物」と言われる日が来るかもしれま

せん。

６．今後の制度改正等

農林水産省は、農外企業の農業生産法人への

出資制限の緩和や農地リースの原則自由化など

に加え、農地の貸付制度の創設やデーターベー

ス化などにより、農地の「所有」と「利用」を

明確に整理し、農地の確保と有効利用を促進す

る予定です。

このような制度改正等の結果、今後さらに企

業が農業参入しやすい条件が整備されることに

なります。

おわりに

異業種からの企業の農業参入は、これまで閉

ざされていた農業の世界に企業が足を踏み入れ

ることで、農業世界の開国を図り、農業の産業

化・高次化を目指すためには重要なことです。

既存の農業者やその他の企業とも有機的に連

携することで、「儲かる農業」として農業が自

立した産業となり、地域活性化が促進されてい

くことを期待します。

（和田 修一）
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経営課題克服に向けた企業の動き（企業動向調査にみる）

ふくおかフィナンシャルグループでは、福岡県、熊本県、長崎県の３県の企業を対象に「企業
動向調査アンケート」を実施しています。今回の調査では、同アンケートと企業ヒアリングを基
に、３県企業の景況感の他、企業における経営課題やその対応策、業界における新しい動きなど
についてレポートしています。
なお、詳細資料についてはＨＰ（http://www.fukuoka-fg.com/tyosa/index.htm）にてご覧いただけます。

１．３県企業の景況感
不景気の煽りを受け、景況感は悪化しているも

のの、業種や企業間で業況に違い

～景気回復期に備え体制整備等の動きも～

福岡、熊本、長崎の３県企業の業況ＢＳＩ
（２００８年１０～１２月期実績）をみると、福岡県で▲
４６（０８年７～９月期比▲２６）、熊本県で▲５０（同
▲２９）、長崎県で▲３０（同▲５）と、特に福岡県
と熊本県の企業の景況感が悪化しました。
製造業と非製造業とに分けてみると、製造業

では、福岡県で▲３２（同▲１８）、熊本県で▲５２（同
▲２６）、長崎県で▲１３（同＋３）と、自動車関連
産業等の受注低迷に伴い、同産業の集積が進ん
でいる福岡県、熊本県で大きく悪化しています。
一方、造船関連業が堅調だった長崎県では、僅
かながらマイナス幅が縮小しており、各県の産
業構造によって違いが見られる結果となりまし
た。
非製造業では、福岡県で▲５７（同▲３２）、熊本

県で▲４８（同▲３０）、長崎県で▲３７（同▲９）と
なっており、特に卸売業や運輸・倉庫業、など
で景況感が悪化しています。ただし、自社の物
流システムが構築できている企業や食料品関連
の卸売業や運輸・倉庫業では相対的に好調であ

るなど、取り扱う品目等によって、企業の景況
感に違いがあるようです。
個別の業種では、景気の動きに左右されにく

い食料品については、総じて堅調な動きとなっ
ていました。一方、生コンや土石、建設業など
では、「０７年の改正建築基準法施行の影響によ

業況ＢＳＩの推移（全産業）

業況ＢＳＩの推移（製造業）

業況ＢＳＩの推移（非製造業）

地域経済調査

回答企業の業種別構成

業種 企業数 構成比 業種 企業数 構成比
食料品 ３３ ５．４ 漁業 ６ １．０
繊維製品 ７ １．２ 建設業 １００ １６．４

生コン・土石・窯業 ４１ ６．７ 卸売業 ７９ １３．０
化学・石油製品 １８ ３．０ 小売業 ６４ １０．５
鉄鋼・非鉄 １７ ２．８ 不動産業 ２５ ４．１
金属製品 ３８ ６．３ 運輸・倉庫業 ３９ ６．４
一般機械 ３０ ４．９ ホテル・旅館業 ２２ ３．６

電子部品・電気機械 １５ ２．５ サービス業 ４１ ６．７
輸送用機械 ２４ ３．９
その他製造業 ９ １．５ 合計 ６０８１００．０

※繊維製品、漁業、窯業については長崎県のみ。※鉄鋼・非鉄については福岡
県・長崎県のみ。
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る落ち込みの反動」などを理由に、前年と比べ
ると業況が改善している企業が多く見受けられ
ました。
このように、世界的な不況の煽りを受け、各

県経済の景況感が悪化傾向にある中、個別企業
の動向をみると、景気回復に転じた際の受注増
加に備えて、更なる経費削減のみならず、内部
体制の見直しや設備投資、新製（商）品や新技術
の研究・開発などに取り組んでいる企業も少な
からずあります。
さらに、０７年の団塊世代の大量退職の際に、

雇用延長により技術の継承等を先送りにしてい
た企業などでは、より有能な人材が確保しやす

いこの機に、従業員の採用を実施し、技術の承
継や若手の人材育成を進めている企業もありま
す。
また、自動車メーカー大手では、在庫調整が

進んだことなどを受けて、これまでの減産体制
から４月にも１日２交代の通常稼働に戻す方向
で検討が進められており、こうした動きが地場
企業へ波及し、中小企業の前向きな先行投資が
相乗効果を生み出せば、再び製造業を中心とし
た地域経済回復への動きが進む可能性もあると
考えられます。

（横尾 直樹）

２．業界の動きと経営課題（３県合算）

●業界の新しい動き（複数回答）

◆全産業：業界の新しい動きとしては「新市

場の開拓（３６．７％）」や「新製品・新商品の

開発（３２．８％）」が上位を占めている。また、

「労働時間短縮（２６．６％）」、「経営の多角化

（２５．２％）」、「事 業 の 共 同 化・集 団 化

（２４．３％）」の割合も相対的に高く、経営効

率化を図りつつも、新たな収益源を求め新

分野への進出が進められている様子が窺え

る。

◆製造業：食料品や化学・石油製品、電子部

品・電気機械では「新製品・新商品の開

発」の動きが最も多い。また、生コン等で

は「事業の共同化・集団化」が進んでいる。

鉄鋼・非鉄や金属製品、輸送用機械などで

は「労働時間短縮」の動きが進んでいる。

◆非製造業：建設業や不動産業では「経営の

多角化」の割合が高く、閑散期を活用した

農業分野への進出なども出てきている。

ホテル・旅館業では、円高の影響で外国

人観光客が減少していることなどから、「新製品・新商品の開発」の割合が最も高くなってい

る。また、卸売業やサービス業では「新市場の開拓」に力を入れている企業が多い。
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●経営課題（複数回答）

◆全産業：経営課題のトップは「販売・受注

不振（６８．２％）」。次いで「他社との競合

（５４．５％）」「価格競争の激化（４１．８％）」と続

いており、消費が低迷する中で、同業他社

との競合が激化している様子が窺える。

◆製造業：食料品や生コン等では「材料費の

高騰」が大きな課題となっている。生コン

等や鉄鋼・非鉄では「他社との競合」が激

化している他、繊維製品では「海外との競

合」の割合が全業種中最も高くなっている。

一般機械では「人材・人手不足（質）」の割

合が高くなっている。

◆非製造業：建設業では「価格競争の激化」

の割合が最も高い。卸売業では「販売・受

注不振」「他社との競合」の他、「取引先信

用不安」が課題となっている。不動産業や

ホテル・旅館業などでは「他社との競合」

や「店舗・施設の老朽化」が課題となって

いる。

●経営課題への具体的対応策（複数回答）

◆全産業：具体的対応策としては「必要経費

の削減（６６．６％）」がトップで、繊維製品を

除く全業種で５割を超えている。また「販

売・受注不振」や「他社との競合」が大き

な課題となる中、多くの業種で「販売促進

強化（５４．３％）」が図られている。

◆製造業：食料品では「製（商）品の料金を上

げた」ことで価格転嫁を図っている。また、

業況が厳しい中ではあるものの、化学・石

油製品や鉄鋼・非鉄では「設備の改善・拡

充」を図っている企業が他の業種と比べて

多い。

◆非製造業：建設業では「必要経費の削減」

「販売促進強化」の他、「技術向上の促進」

が行われている。運輸・倉庫業では、「必

要経費の削減」や「設備の改善・拡充」に

加え「一層のサービスの向上」を図ること

で、他社との差別化を図っている。

地域経済調査
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３．各種ＢＳＩの動向（３県）

【調査の概要】
１．調査対象
�福岡県、熊本県、長崎県の３県に所在する企業。
�３県の業種別構成比を基に無作為抽出。
福岡県９９８社（回答企業２１３社、回収率２１．３％）
熊本県５０１社（回答企業１１０社、回収率２１．９％）
長崎県６４０社（回答企業２８５社、回収率４４．５％）

２．調査時点：２００９年１月中旬～２月中旬

３．調査方法
�調査対象期間
２００８年１０～１２月期：実績、０９年１～３月期：見込み、
０９年４～６月期：見通し
�分析方法
各期について、前年同期と比較して業況が「良い」と答えた企
業割合から「悪い」と答えた企業割合を差し引いた指数（ＢＳＩ）
を基に経済動向を予測

売上高、経常利益

仕入価格、販売価格

操業度・稼働率、在庫

●売上高と経常利益
◆全産業：０８年１０～１２月期は、約半数の企業が
前年同期比減収。先行き売上減少により、経
常利益も悪化の見通し。

◆製造業：食料品の半数以上が前年並み以上の
売上確保を見込んでいる他、電子部品・電機
機械では、外需の増加等で２割超の企業で増
収および増益を見込んでいる。

◆非製造業：概ね全業種で売上高、経常利益と
もに厳しい状況にあるが、漁業や食料品を扱
う小売業では、総じて堅調な動きとなるなど、
取扱商品による格差が広がっている。

●仕入価格と販売価格
◆全産業：仕入価格、販売価格ともに先行き低
下見込みであるが、販売価格の方が先行して
低下しており、仕入価格との間に格差がある。

◆製造業：食料品や生コン等では、今後、仕入
価格が上昇もしくは高止まりした状態が続く
と見込んでおり、販売価格を下げる企業割合
も少ない。

◆非製造業：仕入価格は２割程度が低下を見込
むのに対し、販売価格は４割強が低下を見込
んでおり、採算の厳しさが増す見込み。特に
不動産業は、販売価格の低下が著しい。

●操業度・稼働率と在庫
◆全産業：製造業の需要低迷の影響などで、先
行き操業度・稼働率は大幅に低下する見通し。
伴って、在庫の過剰感は解消する見込み。

◆製造業：国内外の需要低迷などの影響で、鉄
鋼・非鉄や金属製品、一般機械などを中心に
操業度が急激に低下し、先行き在庫調整が進
む見通し。

◆非製造業：卸売業や小売業、不動産業の在庫
は、消費の低迷等で当面過剰感が強い状態が
続く見込み。公共工事の削減が続く建設業の
稼働率は、先行き厳しい見方を示している。
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食料品 繊維
製品

化学・
石油製品

生コン・
土石・窯業

鉄鋼・
非鉄

金属
製品

一般
機械

電子部品・
電気機械

輸送用
機械

その他
製造業 漁業 建設業 卸売業 小売業 不動産業 運輸・

倉庫業
ホテル・
旅館業 サービス業

合計
回答数 （％）

新市場の開拓 １０．５ ５０．０ ２２．２ １６．７ ３７．５ ３８．２ ５４．２ ４２．９ ５３．８ ３７．５ ４０．０ ３４．８ ４１．７ ２３．３ ２９．４ ３５．５ ３１．６ ４５．０ １９５ ３６．７
新製品・新商品の開発 ７２．４ ３３．３ ６１．１ ２５．０ ３１．３ ２９．４ ５０．０ ５７．１ ２３．１ ５０．０ ６０．０ １８．０ ３４．７ ３０．０ １１．８ １２．９ ４７．４ ３０．０ １７４ ３２．８
労働時間の短縮 ３４．５ ５０．０ ２２．２ ３３．３ ５０．０ ５０．０ ３７．５ ２１．４ ４６．２ ２５．０ － １６．９ ２０．８ ３１．７ ２３．５ ２５．８ １０．５ １０．０ １４１ ２６．６
経営の多角化 １０．３ １６．７ １１．１ ２７．８ ６．３ １４．７ １２．５ １４．３ １５．４ １２．５ － ４７．２ ２９．２ １８．３ ４７．１ ２５．８ － ３５．０ １３４ ２５．２
事業の共同化・集団化 １７．２ － ２７．８ ６６．７ ２５．０ ２３．５ － １４．３ １５．４ ２５．０ ２０．０ １９．１ ３０．６ ２０．０ １１．８ ２９．０ ３１．６ ２０．０ １２９ ２４．３
新技術の導入 １０．３ － ２７．８ ２２．２ ２５．０ ２０．６ ２９．２ ４２．９ ２３．１ １２．５ ６０．０ １８．０ ４．２ ６．７ １１．８ １２．９ ５．３ ２７．５ ８８ １６．６
事業転換 ３．４ １６．７ ５．６ ５．６ ６．３ １１．８ － ７．１ ７．７ １２．５ － ２４．７ １３．９ １８．３ １１．８ ９．７ １５．８ １０．０ ６８ １２．８
系列化 ６．９ １６．７ － ８．３ １２．５ ８．８ ８．３ － － － － ６．７ ２３．６ ２０．０ ５．９ ９．７ ２１．１ ７．５ ５９ １１．１
異業種間の交流 １３．８ － ５．６ ５．６ ６．３ １７．６ － ７．１ １５．４ － － １３．５ ９．７ ５．０ ５．９ ６．５ － １０．０ ４６ ８．７
その他 － － ５．６ ２．８ １２．５ ２．９ － － ７．７ － － ７．９ ６．９ ５．０ － － １０．５ １２．５ ２８ ５．３
海外進出 １７．２ － １６．７ － － ５．９ １２．５ － － － － － ５．６ １．７ － ３．２ ５．３ － ２０ ３．８
郊外への移転進出 － － － － ６．３ － － － ７．７ － － ２．２ － － １７．６ ３．２ － － ８ １．５
合計 １００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０ ５３１１００．０

食料品 繊維
製品

化学・
石油製品

生コン・
土石・窯業

鉄鋼・
非鉄

金属
製品

一般
機械

電子部品・
電気機械

輸送用
機械

その他
製造業 漁業 建設業 卸売業 小売業 不動産業 運輸・

倉庫業
ホテル・
旅館業 サービス業

合計
回答数 （％）

販売・受注不振 ５７．６ ８５．７ ６１．１ ７２．５ ７０．６ ６５．８ ７６．７ ８０．０ ６６．７ ８８．９ ５０．０ ７５．８ ７２．２ ５７．１ ４８．０ ６８．４ ６１．９ ６８．３ ４０９ ６８．２
他社との競合 ３９．４ １４．３ ４４．４ ５７．５ ５２．９ ３９．５ ３３．３ ４６．７ ４７．６ ５５．６ － ７２．７ ６３．３ ６５．１ ４８．０ ３９．５ ５２．４ ６１．０ ３２７ ５４．５
価格競争の激化 ３３．３ １４．３ １６．７ ３５．０ ２３．５ ５２．６ ２３．３ ４０．０ ３３．３ ２２．２ － ６８．７ ４９．４ ４７．６ ２４．０ ２１．１ ４２．９ ３９．０ ２５１ ４１．８
材料費の高騰 ８１．８ ２８．６ ６１．１ ８２．５ ４１．２ ３１．６ ３０．０ ４０．０ ３３．３ ６６．７ １６．７ ３３．３ １２．７ １１．１ ２４．０ １３．２ ４２．９ １２．２ １９６ ３２．７
人材・人手不足（質） ２７．３ ５７．１ ２２．２ ２０．０ ２９．４ ３１．６ ４０．０ ２０．０ ２８．６ ３３．３ ８３．３ ３５．４ ２５．３ ３１．７ ８．０ ２６．３ ４２．９ ３４．１ １８１ ３０．２
製・商品価格の低迷 ３０．３ ５７．１ ２７．８ ４７．５ ４１．２ ２８．９ １６．７ ４０．０ ３８．１ ２２．２ ５０．０ ２３．２ ３８．０ １２．７ ４．０ １０．５ １９．０ １２．２ １５５ ２５．８
取引先信用不安 １８．２ － ５．６ ４２．５ ２９．４ ２３．７ １３．３ １３．３ ９．５ １１．１ － ２０．２ ５３．２ １１．１ ２４．０ １８．４ － ２４．４ １３９ ２３．２
店舗・設備の老朽化 ２７．３ ２８．６ ２７．８ ２５．０ １７．６ １３．２ １３．３ １３．３ ９．５ ２２．２ ５０．０ ３．０ １１．４ ３３．３ ５２．０ ２６．３ ４７．６ １２．２ １１８ １９．７
資金調達 １５．２ ２８．６ １１．１ １０．０ ５．９ ７．９ １０．０ １３．３ ２８．６ ３３．３ － １９．２ ５．１ ２３．８ ２８．０ ２８．９ ２８．６ １４．６ ９９ １６．５
原油価格の高騰 ２４．２ １４．３ ３３．３ ３７．５ ５．９ － － － ９．５ １１．１ ５０．０ １４．１ ５．１ ９．５ ４．０ ５０．０ １４．３ １２．２ ８９ １４．８
雇用過剰 ９．１ １４．３ １１．１ １０．０ ２３．５ ３１．６ ２３．３ １３．３ ２８．６ ２２．２ － ９．１ １３．９ １４．３ － １５．８ － － ７８ １３．０
債務過多 ６．１ １４．３ ５．６ １０．０ ５．９ ７．９ ６．７ １３．３ １４．３ １１．１ － ７．１ １０．１ １９．０ ２０．０ ２８．９ １４．３ ７．３ ６９ １１．５
後継者難 ６．１ １４．３ ２２．２ ７．５ １７．６ ５．３ ３．３ － ２３．８ １１．１ － １２．１ ６．３ １１．１ １６．０ ２．６ ４．８ １２．２ ５７ ９．５
ＩＴ化への対応 ９．１ １４．３ ５．６ ２．５ － ７．９ － ６．７ ９．５ － １６．７ ９．１ １０．１ １２．７ １２．０ ２．６ １４．３ １７．１ ５２ ８．７
金利負担の増大 ３．０ － １６．７ ２．５ － ２．６ １０．０ ６．７ ２３．８ － － ８．１ ７．６ ７．９ ４．０ １３．２ １４．３ ７．３ ４６ ７．７
不良在庫の拡大 ６．１ － ５．６ ７．５ １１．８ ２．６ １０．０ １３．３ － － － ２．０ ７．６ ６．３ ８．０ ２．６ － ２．４ ３０ ５．０
大企業の参入 ３．０ － ５．６ － － ２．６ １０．０ ６．７ － － － ７．１ ７．６ ９．５ ４．０ － ４．８ ４．９ ３０ ５．０
公害対策・環境問題 ３．０ － － １５．０ １１．８ ７．９ － － １４．３ － １６．７ ２．０ ７．６ １．６ ８．０ ２．６ ９．５ － ３０ ５．０
人材・人手不足（量） ６．１ － ５．６ － － ７．９ － － ９．５ － － ２．０ ８．９ ６．３ － ５．３ ４．８ ９．８ ２８ ４．７
設備不足 １５．２ １４．３ ５．６ ２．５ － － ６．７ ６．７ １４．３ － ３３．３ ２．０ １．３ １．６ ４．０ ２．６ １９．０ ４．９ ２８ ４．７
設備過剰 ６．１ １４．３ ５．６ ２．５ ２３．５ ７．９ １３．３ ６．７ ９．５ １１．１ － １．０ ３．８ １．６ － ２．６ － ２．４ ２７ ４．５
立地条件の悪化 ３．０ － － ２．５ － ２．６ － － ４．８ － － １．０ １．３ ２５．４ ４．０ ２．６ ４．８ ４．９ ２７ ４．５
海外との競合 ３．０ ４２．９ １１．１ ２．５ － ５．３ ６．７ １３．３ ４．８ － － １．０ ２．５ － － － － ２．４ １８ ３．０
その他 － － ５．６ － － ２．６ － － ４．８ － － ３．０ １．３ １．６ － － － ２．４ ９ １．５
合計 １００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０ ６００１００．０

食料品 繊維
製品

化学・
石油製品

生コン・
土石・窯業

鉄鋼・
非鉄

金属
製品

一般
機械

電子部品・
電気機械

輸送用
機械

その他
製造業 漁業 建設業 卸売業 小売業 不動産業 運輸・

倉庫業
ホテル・
旅館業 サービス業

合計
回答数 （％）

必要経費の削減 ５６．７ ２５．０ ５６．３ ８１．８ ６６．７ ７４．３ ５９．３ ６６．７ ６６．７ ７１．４ ８０．０ ６５．４ ６７．２ ６０．７ ５２．４ ７８．１ ６８．４ ７３．０ ３４１ ６６．６
販売促進強化 ５３．３ ５０．０ ５０．０ ４８．５ ４６．７ ５７．１ ２９．６ ５３．３ ５３．３ ５７．１ ４０．０ ４８．７ ７０．１ ６７．９ ４２．９ ３１．３ ５７．９ ７０．３ ２７８ ５４．３
技術向上の促進 ３３．３１００．０ ５６．３ ４８．５ ６０．０ ５７．１ ４８．１ ４６．７ ６６．７ ４２．９ － ５１．３ １９．４ １４．３ ４．８ １８．８ － ２１．６ １７７ ３４．６
一層のサービス充実 １０．０ ２５．０ ３１．３ １８．２ ６．７ ２０．０ １１．１ ６．７ ２６．７ － － ２１．８ ３１．３ ５３．６ ３３．３ ２８．１ ５７．９ ３７．８ １４０ ２７．３
設備の改善・拡充 ３６．７ － ５６．３ ２４．２ ６０．０ ３１．４ ２５．９ ３３．３ ４０．０ ４２．９ － １４．１ １６．４ ２６．８ ３８．１ ３７．５ ２１．１ ２７．０ １４０ ２７．３
従業員の削減 ２０．０ ２５．０ １２．５ １５．２ ２０．０ ２５．７ ２２．２ １３．３ ４０．０ ５７．１ ２０．０ ２８．２ ２５．４ １６．１ ２３．８ ３４．４ ２６．３ １３．５ １１９ ２３．２
新製（商）品、サービスの開発 ３６．７ ２５．０ ４３．８ １５．２ ３３．３ ２２．９ ２５．９ ３３．３ ２０．０ ５７．１ ４０．０ ２１．８ ２０．９ １０．７ ９．５ １５．６ １５．８ １６．２ １１１ ２１．７
製（商）品、サービスの料金を上げた ５３．３ － ２５．０ ４２．４ １３．３ ５．７ １８．５ ６．７ － ２８．６ － ３．８ １４．９ １０．７ ９．５ ２５．０ － ５．４ ７７ １５．０
製（商）品、サービスの料金を下げた ３．３ － － １２．１ ２０．０ ２８．６ １１．１ １３．３ ６．７ － － １２．８ １１．９ ２１．４ １９．０ １８．８ ４２．１ ５．４ ７４ １４．５
従業員の雇用 ２０．０ － ６．３ ６．１ － １４．３ ２５．９ ２０．０ ２０．０ １４．３ － １１．５ １３．４ １６．１ １４．３ １５．６ １０．５ ２４．３ ７４ １４．５
金融機関への相談 １０．０ － ６．３ １８．２ ６．７ ５．７ ７．４ － １３．３ ４２．９ ２０．０ １５．４ １１．９ ２１．４ １９．０ １８．８ ３１．６ １０．８ ７３ １４．３
関連商品の取り扱い開始 １３．３ ２５．０ １８．８ １２．１ ６．７ ８．６ － － ６．７ １４．３ ２０．０ １２．８ ２５．４ ２１．４ － － － ８．１ ６１ １１．９
品揃えを充実させた ２０．０ － １２．５ ６．１ ６．７ ２．９ ３．７ ６．７ － － ２０．０ ６．４ １４．９ ２６．８ － － ２１．１ ８．１ ５２ １０．２
貯蓄の切り崩し １３．３ － １２．５ １２．１ ６．７ ２．９ ３．７ １３．３ １３．３ ４２．９ ２０．０ １０．３ １０．４ ７．１ １４．３ １８．８ １０．５ ２．７ ５２ １０．２
経営コンサルタントへの相談 ３．３ － － ３．０ － ２．９ １４．８ １３．３ － ２８．６ ２０．０ ９．０ １１．９ １０．７ ９．５ １５．６ ２１．１ １０．８ ４８ ９．４
製（商）品の高級化を図った ３６．７ － ６．３ ９．１ ２０．０ ５．７ － － ６．７ － ２０．０ － ６．０ ７．１ ４．８ － ５．３ ２．７ ３３ ６．４
売り場スペースの見直し １６．７ － － － － － － － － － － － １．５ ３２．１ １９．０ － ５．３ ２．７ ３０ ５．９
製（商）品の大衆化を図った １３．３ － － － － － － － － － － ７．７ ６．０ １６．１ ４．８ － ５．３ ２．７ ２６ ５．１
その他 ３．３ － － － ６．７ ８．６ ３．７ － ６．７ １４．３ － ６．４ ４．５ １．８ ９．５ ３．１ ５．３ ５．４ ２３ ４．５
営業時間の延長 ６．７ － － － － － ３．７ ６．７ － － － ２．６ ３．０ － ４．８ － － － ９ １．８
合計 １００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０１００．０ ５１２１００．０

業界における新しい動き（複数回答）

経営課題（複数回答）

経営課題への具体的対応策（複数回答）
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循環型社会に貢献�
する“和牛”!?

―大学発 シーズ紹介―
しーず君
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黒毛和牛の“適度な脂肪”と“赤身の旨み”を
� � � � � キュー

日本の牧草で作り出す ～Qビーフ～
九州大学大学院 農学研究院 後藤貴文 准教授

（農学部附属農場・高原農業実験実習場）

和牛と言っても、それを育てるために使用している飼料の９０％以上は輸入物。
そこで私たちは、和牛の特性である脂肪蓄積能力と赤身肉の旨みを追求した、
日本の牧草で、安全・安心でおいしい牛肉の生産を目指しています。この生産
システムには“代謝生理的インプリンティング（刷り込み）”という新しい概念
を取り入れ、子牛期に草からの栄養吸収能力を高め、出荷までの後半期におい
ても日本の草を主食に放牧肥育しながら、美味しい和牛を作ることに取り組ん
でいます。

「くじゅう牧場での研究はいかがですか？」

先生 とても自然が多く、また牛たちもいて、癒
されています。くじゅうは年間２００‐５００万人の観
光客がいらっしゃいます。そこに住んでいるので、
移動の手間が掛かりません（笑）。

「どのような研究ですか？」

先生 この研究は、現在の肉牛肥育とは逆転の発
想です。従来の肥育方法では、どちらかと言えば
子牛期（生後１０ヵ月まで）に、「粗飼料」と言われ
る稲藁や草中心の飼料を与え、その後出荷まで濃
厚飼料（この大半が輸入）を多給し、仕上げます。
一方、私の研究は、子牛期にミルクや濃厚飼料（で
きれば国産）を多給し、肥満体質を刷り込み（代謝
生理的インプリンティング効果）、栄養吸収能力
を高め、出荷までの後半期には牧草からでも栄養
分をしっかり吸収し、適度な脂肪をもつ牛に肥育
するわけです。即ち牛舎で肥育する「ブロイラー
型」ではなく、放牧方式の「地鶏型」肥育であり、い
かに子牛の時に肥満体質を作るかがポイントです。

「どのような効果が期待できますか？」

先生 この研究による肥育手法を用いることで、
多くを輸入に依存する濃厚飼料を食べる時期が、

子牛期なので、この飼料の消費量を抑えることが
でき、コスト削減にも結びつきます。また、牛か
ら出る排泄物（糞尿）も牧草の堆肥として有効に循
環活用することができます。まさに“循環型の肉
牛生産”です。
元来、牛は人が消化できない粗い繊維質（通常
の単胃動物では消化できない繊維性の高い植物多
糖資源）を分解し、草資源からタンパク質源として
の食肉やミルクを生産し、それを人に供給すると
いう重要な物質循環機能を担った草食動物です。
私たちは、耕作放棄地の増加問題を抱える国内
の未利用草資源をフル活用して、“おいしい赤身
肉”と、その中に“多くのビタミンや機能性物質
を含んだ脂肪”が適度に交雑された安全・安心な
新しいタイプのブランドビーフ（Ｑビーフ）の開発
に取り組んでいます。

「畜産関係の皆さんへ一言お願いします！」

先生 現在、畜産、特に牛の肥育を営まれている皆
さんは飼料の高騰や、糞尿の効率的な再利用など
苦労されていると思います。今後、穀物相場の影響
や糞尿の再利用問題に効果的な“日本の草を使った
新しい畜産業の構築”を目指して行きたいと思っ
ています。何か皆さんのお役に立てばと思います。
《お問合せ先》
�ＦＦＧビジネスコンサルティング
担当：今泉 ＴＥＬ０９２－７２３－２２４４ ＦＡＸ０９２－７１３－６４８６

（第３回）
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医療機関債�
（債権交付）�

購入（払込み）�

医療機関��
（病院、診療所）� 購入者�

・資金使途は設備資金に限定（運転資金不可）��
・直近3期連続して税引前純損益が黒字��
・原則、公認会計士または監査法人の��
　監査を受けていること�
（負債総額100億円以上となる場合、または�
    1回の発行総数が1億円以上もしくは購入�
　人数が50人以上の場合は必須）　　等�

�
�
銀行総額貸付型：金融機関のみ購入者��
�
地域オープン型：地域の住民や職員が購入者�

銀銀行行保保証証付付地地域域オオーーププンン型型医医療療機機関関債債のの発発行行

２００９年３月末に、特定医療法

人財団 青洲会 は、福岡銀行と

アドバイザリー契約を締結した日

本初となる「銀行保証付地域オー

プン型医療機関債」を発行します。

この先進的な取り組みと福岡

青洲会病院のリニューアルオープ

ンについてご紹介します。

日本初となる「銀行保証付地域
オープン型医療機関債」の発行

医療機関債とは、病院・診療所な

どを開設する医療法人が設備資金

の調達のために発行する証拠証券

（借入金）のことです。医療機関債の

発行には、厚生労働省のガイドライ

ン上求められる一定の財務条項の

基準等を満たすことが必要で、主に

「銀行総額貸付型医療機関債」と

「地域オープン型医療機関債」の２

つのタイプがあります。

現在、発行されている医療機関債

は、銀行が全額を引き受ける（貸し付

ける）「銀行総額貸付型」がほとんど

です。

「地域オープン型医療機関債」は、

病院職員や地域住民が引受人（貸

付人）となります。今回の取り組みに

ついては、この地域オープン型医療

機関債に福岡銀行が発行に関する

助言と元本保証を付与し、病院職員

を対象に発行するものです。病院職

員を対象とした発行は九州初、銀行

が元本を保証するのは日本初の取り

組みと思われます。

職員への福利厚生向上や
経営参加の意識づけが目的

青洲会は、「地域オープン型医療

機関債」をグループ職員約９５０人を

対象に募集し、総額５千万円を資金

調達します。医療機関債は、１口あ

たり数十万円、期間は５年間で、金

利は国債よりも高めになる予定です。

この医療機関債の発行の目的は、

通常の銀行借入のほうが低い金利

で調達できるところ、銀行が元本を

保証する資産運用の機会を職員に

提供することで、病院職員の福利厚

生の向上や経営への参加意識を高

めることが狙いです。

さらに、医療法人としては財務の

健全性についての対外的アピールと

開かれた病院経営を通じて医療法

人自身のガバナンス（統治能力）を

高める効果があります。

ＦＦＧニュース

Keyword
＊１ 心臓カテーテル検査

カテーテル（細いチューブ）を大腿の付け根、腕、手首などの動脈または静脈から体の中に入れ、血管に沿って先端を心臓までもっ
ていき心臓の中の小部屋や血管を撮影したり、圧力を測ったりする検査をいいます。

＊２ 冠動脈形成術（ＰＴＣＡ）
心筋梗塞や狭心症の治療などで、胸部を切開することなく狭窄した病変部にカテーテル法を使って拡張する血管内の手術のことです。

福岡青洲会病院リニューアルオープン完成予想図

図 医療機関債の仕組み （出所）各種資料により作成
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２００９年４月 福岡青洲会病院
リニューアルオープン

青洲会グループは、特定医療法

人財団青洲会を中核に、病院、診療

所、老人保健施設、特別養護老人

ホームなど医療福祉施設を長崎県、

福岡県、熊本県の３県に跨り広域展

開しています。

今回、リニューアルオープンする

福岡青洲会病院は、福岡県糟屋郡、

福岡市東区、博多区の一部を診療

圏とする２１３床の病院です。地域の

リーディングホスピタルを目指し、特

に救急医療、脳卒中、循環器医療の

専門性の高い分野に注力していま

す。０８年９月からは、循環器セン

ターを開設し、２４時間体制での心臓

カテーテル検査＊１や冠動脈形成術＊２

を初めとした救急対応をしています。

また、この病院の特徴は「開放型

病院」＊３として認可されており、地域

のかかりつけ医との連携のもと年間

３，６００件の紹介患者を受けています。

病院のリニューアルで、患者様へ

のアメニティを高めると同時に、最先

端の医療機器として、３．０テスラＭ

ＲＩ（磁気共鳴イメージング装置）や

６４列マルチスライスＣＴ（コン

ピュータ断層撮影装置）などを導入

します。

３．０テスラＭＲＩは、脳の断層撮

影で血管の細かい部位まで鮮明な

描写が可能で、血管の狭窄（つまり）

や小さな動脈瘤の検出など脳血管

疾患の画像診断に効力を発揮しま

す。

マルチスライスＣＴは、８列、１６

列、３２列、６４列などの種類があり、列

数が多いほど高性能と言われてい

ます。６４列の導入により検査時間が

大幅に短縮するとともに、鮮明な３Ｄ

画像で検査の精度も高まります。この

ＣＴは、特に心臓領域に効果的で心

拍数が不整であっても、ほぼ正確に

冠動脈の狭窄度を検出することが

可能です。今回の医療機関債により

集めた資金は、このＣＴの購入資金

の一部に充てます。

リニューアルを通じて、地域の中

核医療機関として、さらに質の高い

医療の提供が可能となります。

（松野 浩介）

青洲会グループの主な沿革
１９８４年 長崎県平戸市にて青洲会病院

開設（１００床）
１９８７年 医療法人青洲会認可
１９９３年 老人保健施設ひらどせと開設

（１００床）
１９９３年 特定医療法人＊４認可
１９９３年 福岡青洲会病院開設（２１３床）

（福岡県糟屋郡粕屋町）
１９９９年 青洲会クリニック開設

（福岡県糟屋郡志免町）
２００５年 鹿町福祉村開設

介護老人保健施設つつじの郷
（５５床）
社会福祉法人陽光長崎
ケアハウスかしの木（２０床）
（長崎県北松浦郡鹿町町）

２００５年 天然温泉施設・
河内福祉村開設
社会福祉法人陽光
介護老人福祉施設みかんの丘
（５０床）
（熊本県熊本市河内町）

福岡青洲会病院の概要
〈開設年月〉１９９３年１２月
〈所在地〉 福岡県糟屋郡粕屋町長者原

８００－１
〈診療科目〉
内科、外科、循環器内科、脳神経外科、
整形外科、呼吸器内科、糖尿病内科、
腎臓内科、神経内科、人工透析内科、
血管外科、消化器外科、乳腺外科、
肛門外科、形成外科、胸部外科、アレ
ルギー科、泌尿器科、眼科、リハビリ
テーション科、放射線科、病理診断科、
臨床検査科、救急科、麻酔科
〈病床数〉２１３床
〈職員数〉３３０名
〈併 設〉
訪問看護、訪問介護、通所リハビリ
通所介護、居宅介護支援事業所
訪問リハビリ、歯科クリニック
〈主な施設〉
手術室４室、救命救急室２室
人工透析センター３０床
リハビリテーションセンター
ＩＣＵ（集中治療室）８床
ＣＣＵ（冠動脈疾患集中治療室）６床
〈ホームページアドレス〉
http://www.seisyukai.jp

Keyword
＊３ 開放型病院

地域内における医療連携のため、地域のかかりつけ医や診療所での通院治療と病院での入院治療を一貫して効果的・継続的に実施
することを目的とした厚生労働省告示の施設基準を満たす病院です。特に、専用の開放病床を有する事が義務付けられており、か
かりつけ医と共同で診療に当たります。

＊４ 特定医療法人
財団または持分の定めのない社団の医療法人のうち、その事業が医療の普及及び向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に著し
く寄与し、かつ、公的に運営されていることにつき政令で定める要件を満たすものとして国税庁長官の承認を受けた医療法人をい
います。

６４列マルチスライスCT 病院地図
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『『大大連連チチャャレレンンジジシショョッッププ』』のの開開設設
～～中中国国ででののパパーートトナナーーのの発発掘掘・・販販路路拡拡大大をを希希望望すするる皆皆様様へへ～～

����������������������������

中国東北地区の玄関口「大連」

世界的に景気が減速する中、依然高い経済成

長を続ける中国の存在感が高まっています。し

かし、高い成長率を続ける中国といっても、地

域・都市によってビジネス環境や市場規模、所

得水準などが異なるため、ビジネスのターゲッ

トを慎重に見極める必要があります。

上海や北京では、世界中の企業がひしめき合

い、中堅・中小企業にとっての参入ハードルは

必ずしも低くないといわれています。

各種都市ランキングにおいて総合実力第７位

の大連は、親日派が多く、しかも日本語を話す

中国人が多い地域として知られています（表１）。

また、最近は、総人口が１億人を超える東北３

省（遼寧省・黒龍江省・吉林省）を後背地にもつ

大連を東北の玄関口として捉え、中国ビジネス

の足がかりと位置づける日本企業が増えていま

す。

大連チャレンジショップを開設

このように大連から中国ビジネスの展開を希

望する企業へのサポートの一環として、北九州

市が中心となって２００９年５月に開設する「大連

【出展の条件】

・物流費用や諸税、検査費用などは出展者のご負担となりま

す。

・食品、雑貨については商品の無償提供が必要となります。

詳しくは、文末の【お問合せ先】までご連絡ください。

ＦＦＧニュース

名 称 日本北九州商品展示販売センター

期 間 ２００９年５月２４日～２０１１年９月（予定）

場 所 大連心悦大酒店 （大連市内のホテル）

募集数
（棚スペース）

６０スペース
工業製品等：幅５０�×高さ１００�
食品・雑貨：幅５０�×高さ５０�×奥行き５０�

機 能
現地スタッフが出展品の紹介を通して中国市場で
のニーズ調査を実施し、情報を出展者へ還元

出展対象
【工業製品等】ＰＲパネルの展示など
【食品・雑貨】小売販売（食品については、大連
の日本食スーパーにて一部販売）

出展料
（税込）

（１スペー
スあたり）

北九州市内の企業：７，０００円／月※１

北九州市外の企業：１５，０００円／月※２

※１ 北九州商工会議所会員：５，０００円／月
※２ ＦＦＧ３行のお取引先：１２，０００円／月（左記

条件に加えて、北九州商工会議所会員の場合
は１０，０００円／月）

初回登録料
（税込）

１０，０００円／社・人※３

※３ 北九州商工会議所会員：無料

出展期間 ６ヵ月単位

順位 総合実力 商業都市 投資環境 BPO（※）

１ 上海 杭州 上海 バンガロール

２ 北京 上海 北京 マニラ

３ 深セン 南京 深セン ニューデリー

４ 広州 無錫 大連 ムンバイ

５ 天津 蘇州 蘇州 大連

６ 南京 北京 杭州 上海

７ 大連 広州 広州 北京

８ 杭州 寧波 青島 シドニー

９ 瀋陽 大連 成都 ブリスベン

１０ ハルピン 佛山 寧波 オークランド

表２ 大連チャレンジショップの概要

表１ 各種都市ランキング

（出所）日本貿易振興機構（ジェトロ）資料

※ＢＰＯとは、Business Process Outsourcing（ビジネス・プロセス・アウトソーシ
ング）の略。自社のビジネスの一部を外部委託し、業務の最適化を図ること
をいいます。
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（３月５日現在）

大連チャレンジショップを設置する大連心悦大酒店

チャレンジショップ」に、ふくおかフィナンシャ

ルグループとして参加することになりました

（表２）。

通常の展示会では１日もしくは数日間の商談

やＰＲに限定されますが、このチャレンジ

ショップでは、「大連はじめ中国ビジネスをこ

れから目指す企業」や「既に中国ビジネスは手

がけており東北地区への拡大を希望する企業」

などが、６ヵ月以上の期間にわたってテスト

マーケティング拠点としてご利用いただくこと

を目的としています。

５月２４日の正式オープンに向けて、現在、第

１次募集（５月～１０月までの出展）を行ってい

ますが、出展申込企業の業種別内訳は以下のと

おりです。

工業製品のＰＲパネルの展示 ４７％

食品の展示販売 ３２％

雑貨の展示販売 ２１％

大連チャレンジショップの３つの特徴

�初期費用を軽減して中国ビジネスに取組める
自社での拠点設置や人員配置の必要がなく、

初期費用を軽減して現地ニーズの調査や商談

先の発掘が可能になります。

�現地営業スタッフが対応
大連チャレンジショップの運営委託先の日

本語対応が可能な営業スタッフが、出展者に

代わって出展品のＰＲや営業活動を行い、現

地での反応や情報を出展者へ還元します。

�運営委託先が小売販売を代行
食品・雑貨については、現地営業スタッフ

によるＰＲや営業代行のほか、チャレンジ

ショップ内にて小売販売を行い、バイヤーや

消費者の反応を出展者へ還元します。

前段で３つの特徴について説明しましたが、

具体的には、工業製品分野では、チャレンジ

ショップ内に自社の製品や技術を紹介するパネ

ルやパンフレットを展示し、運営委託先の営業

スタッフが来場者へ説明するほか、ターゲット

となる現地企業を訪問の上、説明を行います。

一方、食品・雑貨分野では、ターゲットとな

る現地企業へのＰＲに加え、サンプル品を広く

配布し中国での簡単なニーズ調査を行います。

さらに、食品については、今年２月２８日に新規

開店した大連の日本食専門スーパーにおいて実

際に販売いたしますので、消費者の反応を直接

探ることもできます。

ふくおかフィナンシャルグループの海外ビジ

ネスサポート

ふくおかフィナンシャルグループでは、福岡

銀行の海外拠点として大連、上海、香港に駐在

員事務所を設置しており、現地情報のご提供や

専門機関・企業のご紹介など、皆様の中国ビジ

ネスをサポートいたしております。

今回ご紹介しました大連チャレンジショップ

以外にも、大連市との共催による「大連商談会

（５月２５日）」や「深セン（広東省）交流会」、「上

海商談会（７月１６日）」なども予定しております

ので、是非ともご活用下さい。

（長田 修一）

【お問合せ先】

�ＦＦＧビジネスコンサルティング
担当：長田 ＴＥＬ：０９２‐７２３‐２２４４

渡辺 ＴＥＬ：０９２‐７２３‐２５７６
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表１ 実質経済成長率

（出所）ブルームバーグ資料よりふくおかフィナンシャルグループ作成

世界的な景気後退の波が、これまで順調で

あったベトナム経済にも大きな影響を与えてい

ます。ベトナム統計局の発表によると、２００８年

の実質経済成長率はその前年の８．４８％から

６．２３％に減速しました（表１）。これは９７年以来

の低水準であり、中国同様、近年順調な成長を

遂げてきたベトナム経済も打撃を受けているこ

とを示しています。

しかしながら、日本を含む多くの先進国の成

長率が大幅に低下している最近の状況を考慮す

ると、むしろ「ベトナムは高い成長率を確保し

ている」と見ることも出来ます。

金融危機の波に呑み込まれたこの半年間で、

世界中のビジネス環境は激変しました。今回は、

この金融危機前後のベトナム経済の変化につい

て、現地進出企業や工業団地等でのヒアリング

を基にレポートします。

金融危機がもたらすベトナム進出企業への影響

～南北地域の比較～

今回の金融危機は、工業原材料、加工品など

輸出産業が主であるベトナム経済にも当然大き

な影響を与えています。特に、主要な輸出相手

国であるアメリカや日本の経済の急減速が、今

後さらにベトナム経済に影響を及ぼすものと見

られています。

しかし、南北に長いベトナムでは、進出する

企業の業種や属する経済圏が南北で異なるため、

金融危機の影響を一様に捉えることはできず、

南北の地域間で金融危機の影響度合いも異なっ

ています（例えば、北部のハノイ地区は中国華

南地区経済圏の影響が大きく、一方、南部のホー

チミン地区はタイ、シンガポールの影響を大き

く受けます）。

ハノイ地区は、主に大手組立メーカーの進出

が多く、自動車や電機分野を中心に世界的な景

気減速による輸出の減少とともに、ベトナム国

内需要の落ち込みの影響を大きく受けています。

また、現地進出企業の中には、減産に伴い５０～

７０％の人員削減を計画している企業もあります

（表２）。

ホーチミン地区の進出企業でも同様の動きは

見られますが、ハノイ地区と比較すると影響は

少ないといえます。それは、ホーチミン地区で

海外リポート

地域 形態 業種 代表的メーカー

北部
内需・合弁 自動車・二輪 ホンダ、トヨタ、ヤマハ

輸出加工型 プリンター キャノン、ブラザー

南部
内需・独資 食品、生活用品 味の素、久光製薬

輸出加工型 縫製、部品加工 小規模から大手まで多数

表２ ベトナム進出企業の南北比較

（出所）各種資料よりふくおかフィナンシャルグループ作成
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は輸出加工型企業といっても食品加工、縫製、

部品加工など業種が多岐に亘っており、しかも

直接的に金融危機の影響を受けない内需向けの

食品や生活用品製造業も多く進出していること

から、金融危機の影響はハノイ地区ほど深刻で

はありません。

ベトナム進出企業の問題点

次に、金融危機以前の、ベトナム進出企業に

とっての問題点をまとめてみます。

１．インフラの未整備

陸・海路の多くが未整備であり、物流イ

ンフラに関する問題が多発している。工

場インフラについては、進出企業の急激

な増加やエアコンの普及による電力不足

が問題となっている。

２．裾野産業の未発達

国内の部品産業が未成熟で、各日系メー

カーは、日本やタイなどから部品を調達

している。現地調達が出来ず、コストメ

リットを活かしきれない。

３．人材の採用難

長く続いた戦乱のため、中間管理職に相

当する世代の男性人口が極端に少ない。

また大手企業の相次ぐ進出により、一般

労働者の雇用が難しく、しかも定職率が

低い。

４．賃金の高騰、頻発するストライキ

外資系企業の相次ぐ進出による人材獲得

競争が激化し、工場労働者の賃金上昇が

続いている。

［ホーチミン市の月額最低賃金：７２米ドル

（約７千円）］。進出する日系企業の多く

は月額１００～２００米ドル（約１～２万円）で

雇用しており、中国などと比べて極端に

低い水準とはいえなくなってきている。

賃金の上昇以上にインフレが深刻であり

（２００８年は２０％を越えるインフレ）、賃金

不満に対するストライキが頻発している

（表３）。

左記１や２の問題点に関しては、金融危機と

は直接的には関係がないため、大きな変化は見

られません。しかし、３の人材の採用難につい

ては、金融危機以後、業務縮小に伴い１，０００人

単位の人員削減を行う企業が多数出てきた一方

で、離職する労働者が少なくなったことから、

現在は解消されています。

また、４の問題点については、今年１月に最

低賃金に関する法律が改正された影響で全体的

に賃金は上昇していますが、元々高い賃金設定

をしている日系企業では、法改正以後に賃上げ

を実施していないところが大半であり、法改正

による影響は限定的のようです。昨年初めに頻

発していたストライキは、インフレが一段落し

たことや、仕事の確保を最優先する労働者が増

えたことから、金融危機以後、ストライキは全

く見られない状況といいます。

今後期待される業種

先に述べたとおり、ベトナム経済を牽引して

表３ 消費者物価指数

（出所）各種資料よりふくおかフィナンシャルグループ作成

ホーチミン市内のマーケット
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きた輸出主体の企業では生産高が大きく減って

おり、金融危機発生の前後で、ビジネス環境は

激変しています。

それでは、世界的に厳しいビジネス環境の下、

ベトナムにおいてはどのような業種が今後期待

できるのでしょうか。

その第一候補として挙げられるのが、コンビ

ニエンスストアやスーパーマーケットに代表さ

れる流通業です。日本の都市やアジアの主要都

市との違いを探しながらベトナムの市街地を歩

くと、洪水のように押し寄せるバイクの集団は

別にして、どこの国にでもある飲食チェーン店

やコンビニエンスストアがないことに気付きま

す。これは、ベトナムが今日まで外資の流通参

入に関して厳しい規制を行ってきたことに起因

しています。

ベトナムでは、２００７年１月のＷＴＯ加盟以後、

各種産業に関する規制を段階的に緩和していま

す。今年は流通分野が開放され、外資による流

通・各種サービス業への参入が見込まれていま

す。人口８，６００万人を抱えるベトナムでは、コ

ンビニエンスストアや大型ショッピングセン

ター、飲食店チェーン等流通・サービス業に

とっては未開拓地域であり、魅力ある市場と捉

えることが出来ます。

事実、今後外資系の大型流通企業の進出が予

定されています。一般に、海外から進出する企

業の多くは、現地企業とのパートナーシップの

難しさから「独資」（外国資本１００％）での進出

が多くなります。しかし、実際に進出するとな

ると、地元企業との合弁でなければ地元政府と

の調整が難航するケースが多く、またベトナム

版大店法（大規模小売店舗立地法）を理由に、新

規出店の許認可が取得しにくいといった事態も

発生しているようです。

外国企業にとって、ベトナムは今後、流通業、

サービス業などにとっても魅力的な市場である

といえますが、社会主義国でもあり、進出に当

たっては様々な問題をクリアしなければならず、

進出が容易に進むかは不透明といえそうです。

おわりに

今回は、南部のホーチミン市を訪問しました

が、街を歩いていても不況の影響を肌で感じる

ことは出来ませんでした。地元の人々が利用す

るマーケット、レストランはどこも盛況で、治

安も金融危機以前と同様、良好な印象を受けま

した。この点に関しては、金融危機以後、大量

の失業者が発生しレストラン等の店舗の廃業が

続き、治安が悪化している中国広東省地区とは

大きく違うところです。

さらに、現地の方にお話を伺ったところ、「ベ

トナムでは雇用削減により一時的に失業者が増

えたとしても、労働者は地元で農業に従事でき

る環境にあるため、失業問題など社会混乱を招

くまでの状況には至らない」とのことでした。

この点は、既に農地を手放した中国の多くの出

稼ぎ労働者との大きな違いです。

企業経営者にとって、今回の金融危機の影響

は非常に大きな問題です。しかし、金融危機以

後、円高傾向が続いており、進出を検討する日

本企業にとっては、安い労働力の確保や設備投

資額の低減等につながる環境にあり、これを

チャンスと捉えることも出来ます。

ただし、現在の実体経済を鑑みると、将来的

に投資メリットを生み出せるかを、現時点で見

極めることは非常に困難といえます。現地の情

報や動向、ネットワークなどに関して、引き続

き地元企業の皆様に提供していきたいと思いま

す。

（香港駐在員事務所 平松 毅一郎）

海外リポート

ホーチミン市内の屋台食堂
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九州の最近の経済動向
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［鉱工業動向］……………生産は急速に低下

２００９年１月の九州の鉱工業生産指数（季節調整済）は、前月比１３．１％低下して７６．９となり、生産は急

速に低下しています。

［業種別動向］……………電子部品・デバイスや輸送機械が低下し鉱工業全体を押し下げる

鉱工業生産指数の２００９年１月の動き（前月比）を業種別でみると、電子部品・デバイス、輸送機械、

鉄鋼業など全１７業種中１５業種で低下し、前月比で鉱工業全体は１３．１％低下しました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………悪化傾向

企業部門は生産活動の減速が継続しています。また、家計部門は雇用環境の悪化の影響に伴う生活

防衛意識の高まりなどで、大型小売店販売額が前年を下回っています。新設住宅建設は、分譲をはじ

め持家、貸家ともに前年比減少し、公共投資も前年実績を下回っており、福岡県の景気は後退傾向が

継続しています。

［生産活動］……………前月比６．９％減

１２月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は８６．０と、前月比６．９％低下しま

した。主要業種である化学、鉄鋼、一般機械、輸

送機械全てで前月比低下しました。

［大型小売店］……………生活防衛意識働き百貨店は二ケタ減

１月の県内大型小売店販売高は、前年同月より

土日が１日少なかった上に、消費者の生活防衛意

識の高まりなどから、前年比４．２％減の６０２億円と

なりました。

業態別にみると、百貨店では、衣料品をはじめ

全般に亘って売り上げが落ち込み、同１２．２％減と

なりました。大型スーパーはＰＢ商品の好調など

飲食料品の売り上げが伸び、販売高は同３．３％増

と前年を上回りました。

福岡県経済動向
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福岡県

［住宅建設］…………………貸家の減少等で２カ月連続の前年割れ

１月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１５．８％減の６５１戸、貸家で同７．０％減の１，６６２戸、

分譲で同７５．１％減の３４２戸となり、全体では同

３２．０％減の２，６７８戸と、２カ月連続で前年を下回

りました。

［公共工事］…………………請負金額は３カ月連続で前年を下回る

１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比１０．１％減の６６０件、金額が同２２．３％

減の２２０億円と、件数、請負金額ともに前年を下

回りました。

発注者別の請負金額をみると、「県」で同２５．０％

増となったものの、「国」で同２２．０％減、「独立行

政法人等」で同９２．７％減、「市町村」で同１８．２％

減となり、全体では３ヵ月連続で前年を下回りま

した。

［企業倒産］…………………前年比で倒産件数は減少、負債総額は増加

２月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比３．１％減の３１件となったが、

負債総額は同１２．５％増の８２億８００万円と、前年を

上回りました。ただし、前３カ月と比べると水準

は大幅に低下しました。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………悪化している

生産面では、主力の半導体や自動車関連産業などで、生産水準が低下しています。また、個人消費

も所得環境の悪化などにより厳しい状態が続いているほか、公共投資や住宅投資でも低水準の弱い動

きが続いており、熊本県の景気は悪化していますが、企業倒産は件数、負債総額とも前年を下回るな

ど、明るい動きも見られます。

［生産活動］……………電子部品・デバイスなどの低下続く

１２月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は前月比４．６％低下し９１．９となり

ました。主要産業では、一般機械は上昇しました

が、電子部品・デバイスや輸送機械、食料品・た

ばこなどの業種で低下しました。

［大型小売店］……………節約志向高まり前年比３．８％減

１月の県内大型小売店販売高は、前年同月より

土日が１日少なかった上に、節約志向が高まり、

前年比３．８％減の１６５億円と前年実績を下回りまし

た。衣料品をはじめ、全般的に売上げが落ち込み

ました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］…………………貸家の半減などで前年を下回る

１月の新設住宅着工戸数は、分譲で前年比

１１．４％増の１９５戸となったものの、持家で同１５．４％

減の２５９戸、貸家で同５８．５％減の３１６戸となり、全

体では同３７．９％減の７７１戸と、前年を下回りまし

た。

［公共工事］…………………国及び県発注工事の減少で前年下回る

１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比１３．９％減の５０６件、金額が同４．９％減

の１０２億円と、件数、請負金額ともに前年を下回

りました。

発注者別の請負金額をみると、「市町村」で同

６４．６％増と大幅に増加したものの、シェアの大き

い「国」と「県」でそれぞれ同３８．２％減、同３２．４％

減となった他、「独立行政法人等」も同５６．９％減

となり、全発注者合計では３カ月連続で前年を下

回りました。

［企業倒産］…………………件数、負債総額ともに前年比減少

２月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比５３．３％減の７件、負債総額

が同４３．６％減の１８億４，９００万円と、倒産件数、負

債総額ともに前年を下回りました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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（出所）長崎県
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………厳しさ続く

生産面では、輸送機械（造船）などで引き続き高操業が続いているものの、電子部品等では内・外需

の低迷に伴い生産調整の動きが出てきています。また、大型小売店販売額や住宅投資は低水準で推移

しており、長崎県の景気は依然として厳しい状態が続いています。しかし、九州新幹線の着工などで

公共工事は好転しており、一部に明るい兆しもあります。

［生産活動］…………………電子部品・デバイスが大きく低下

１２月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は１０２．６と前月比８．０％低下しまし

た。主要業種では電子部品・デバイスをはじめ電

気機械、食料品、一般機械で低下しました。

輸送機械（造船）も低下したものの、引き続き高

操業が続いています。

［大型小売店］…………………百貨店、大型スーパー共に前年実績割れ

１月の県内大型小売店販売高は、前年同月に比

べ土日が１日少なかった上に、生活防衛意識が強

まり、前年比６．２％減の１１２億円となりました。

業態別にみると、百貨店での販売高は同７．８％

減となりました。また、大型スーパーの販売高は、

同５．５％減少しています。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］…………………持家の減少大きく、前年を下回る

１月の新設住宅着工戸数は、貸家で前年比３．８％

増の２７３戸となったものの、持家で同２２．７％減の

１６３戸、分譲で同７．９％減の３５戸となり、全体では

同７．８％減の４７２戸と前年を下回りました。

［公共工事］…………………件数、請負金額ともに前年を上回る

１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２３．４％増の４１６件、金額が同３５．９％

増の１２７億円と、件数、請負金額ともに前年を上

回りました。

発注者別の請負金額をみると、「市町」で同６．５％

減となったものの、「国」で同４３．４％増、「県」で

同５３．０％増、「独立行政法人等」で同２８０．０％増と

なり、全発注者合計では２カ月連続で前年を上回

りました。

［企業倒産］…………………前年比で倒産件数は減少、負債総額は増加

２月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比５７．１％減の６件、負債総額

が同９６．７％増の４３億４，３００万円と、負債総額は前

年比増加しました。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １０４．５ １．３ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ３．８ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲３．５ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．４ １０４．４ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲５．８ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００７．１２ １０９．１ １．５ １１０．６ ３．３ １０５．５ １．３ ▲２．８ ６．８ １２．３ ８，３８４ ▲１．１ ７，７３３ ▲７．８
２００８．１ １０８．５ ２．９ １１０．０ ３．９ １０５．３ １．９ １７．３ ７．７ ９．５ ５，９０７ ▲３．５ ６，３７７ ▲５．４

２ １１０．２ ５．１ １１１．３ ５．８ １０５．４ ２．３ ▲１２．３ ８．７ １０．７ ６，５３５ １３．１ ６，１２１ ▲１３．９
３ １０６．５ ▲０．７ １０７．０ ０．１ １０５．５ ２．１ ▲８．３ ２．２ １１．４ １３，８４５ ▲１２．６ ８，４４３ ３４．９
４ １０６．３ １．９ １０８．０ ２．８ １０４．２ １．０ ５．５ ３．９ １２．２ １１，０２５ ▲４．７ ８，１１９ ▲８．３
５ １０９．３ １．１ １１０．２ １．７ １０４．７ １．５ １０．４ ３．６ ４．８ ７，６７５ ▲９．６ ９，１５３ ▲３．３
６ １０６．９ ０．０ １０６．９ ▲０．６ １０５．９ ２．７ ▲２．６ ▲１．８ １６．７ ９，７４３ ▲１１．３ ８，４３０ ▲３６．５
７ １０８．３ ２．４ １０８．９ ３．１ １０５．８ ２．２ ▲３．９ ７．９ １８．２ １２，２０２ １３．８ １１，８５８ ６７．６
８ １０４．５ ▲６．９ １０４．９ ▲６．８ １０５．５ １．７ ▲１４．５ ０．２ １７．１ ９，２５３ ▲６．０ ９，１３３ ６７．５
９ １０５．６ ０．２ １０５．３ ▲０．６ １０７．６ ３．２ ５．５ １．５ ２８．８ １１，７２４ ５．５ ７，５２１ ６６．４
１０ １０２．３ ▲７．１ １０２．１ ▲７．３ １０９．５ ４．４ ▲４．４ ▲７．９ ７．４ １１，６９７ ▲０．４ ８，４６６ ３８．３
１１ ９３．６ ▲１６．６ ９３．５ ▲１７．０ １１０．４ ４．３ ▲１６．２ ▲２６．８ ▲１４．４ ８，４４３ ▲２．８ ７，３０３ ２．６
１２ ８４．４ ▲２０．８ ８５．９ ▲２０．６ １１０．５ ４．７ ▲１．７ ▲３５．０ ▲２１．５ ７，８５０ ▲６．４ ８，８１５ １４．０

２００９．１ ７６．０ ▲３０．８ ７６．１ ▲３１．６ １０８．３ ２．８ ▲１００．０ ▲４５．７ ▲３１．９ ６，０１９ １．９ ７，６４９ １９．９
出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ ▲０．３ ２０９，５４４ ▲１．２ ２，７９５，４９７ ▲５．１
２００７．１２ ８７，２１４ ▲１９．２ ▲６．０ ▲１４．４ ▲３５．５ １０５．４ ２．７ １００．９ ０．７ ２２，６７５ ▲０．４ ２０４，７５９ ▲４．２
２００８．１ ８６，９７１ ▲５．７ ▲４．２ ▲２．７ ▲１１．６ １０５．７ ３．１ １００．７ ０．７ １８，７９９ ▲０．８ ２１２，８４３ ６．５

２ ８２，９６２ ▲５．０ ▲２．１ ▲３．１ ▲９．７ １０６．２ ３．６ １００．５ １．０ １５，５３９ ２．７ ２８５，３２０ １．５
３ ８３，９９１ ▲１５．６ ▲６．１ ▲２２．０ ▲１８．０ １０６．７ ３．９ １０１．０ １．２ １７，７０３ １．８ ４１３，９９９ ▲１．４
４ ９７，９３０ ▲８．７ ▲７．８ ▲５．３ ▲１０．４ １０７．６ ４．０ １００．９ ０．８ １６，８１２ ▲０．６ ２００，８３３ ９．４
５ ９０，８０４ ▲６．５ ▲５．７ ▲８．６ ▲３．１ １０８．９ ４．９ １０１．７ １．３ １６，９５１ ▲０．５ １９０，３３７ ▲４．４
６ １００，９２９ ▲１６．７ ▲６．６ ▲１５．１ ▲２７．２ １０９．９ ５．８ １０２．２ ２．０ １６，９０８ ▲２．６ ２４２，３２３ ▲１．８
７ ９７，２１２ １９．０ ２３．１ ２２．７ １２．７ １１２．２ ７．３ １０２．４ ２．３ １８，６６１ ０．３ ２６７，２６３ ９．４
８ ９６，９０５ ５３．６ ３５．６ ５９．６ ７３．７ １１２．１ ７．２ １０２．７ ２．１ １６，５３１ ▲１．０ １６５，６５３ ▲１２．９
９ ９７，１８４ ５４．２ １９．９ ６６．９ ８２．８ １１１．６ ６．８ １０２．７ ２．１ １５，５９１ ▲２．１ ２６９，４６８ ▲５．５
１０ ９２，１２３ １９．８ ▲４．３ ３５．４ ２８．９ １０９．８ ４．８ １０２．６ １．７ １６，６６８ ▲２．９ ２０２，１１９ ▲１３．４
１１ ８４，２７７ ０．０ ▲１１．７ １．７ １１．０ １０７．９ ２．８ １０１．７ １．０ １７，８０５ ▲１．８ １８６，５５４ ▲２７．７
１２ ８２，１９７ ▲５．８ ▲７．３ ▲４．１ ▲７．５ １０６．６ １．１ １０１．３ ０．４ ２１，５７７ ▲４．８ １５８，７８５ ▲２２．５

２００９．１ ７０，６８８ ▲１８．７ ▲１０．８ ▲１８．４ ▲２６．４ １０５．５ ▲０．２ １００．７ ０．０ １８，０６９ ▲３．９ １５３，９５０ ▲２７．７
出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽自動車販売台数

台 前年比（%） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５３，０８０ ０．５ ４１，５５８ １．７
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，７１４ ３．１ ４１，７６４ ０．５
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ １．２ ４２，１４７ ０．９
２００７．１２ ９９，７９４ ▲１４．４ ８０７，２５３ ▲２．７ ３７９，３８８ ２．７ ０．９８ ３．８ １，０９７ ▲１．１ ５４，７１４ ３．１ ４１，７６４ ０．５
２００８．１ １０６，２２７ ▲１．０ ３６７，０８３ ▲１．９ ３４１，１３８ ３．９ ０．９８ ３．８ １，１７４ ７．６ ５４，６４３ ３．１ ４１，５４８ ０．９

２ １４２，７０８ ▲０．３ ４０２，９０３ ▲０．０ ２９８，５３９ ２．５ ０．９７ ３．９ １，１９４ ８．３ ５４，８０７ ３．１ ４１，６２１ １．６
３ １９９，０３１ ▲９．１ ３７９，３９３ ０．３ ３４２，８６８ １．１ ０．９５ ３．８ １，３４７ ８．０ ５５，４５３ ２．７ ４１，９４２ １．４
４ １０４，６９２ ▲１．４ ３８１，３６５ ▲４．５ ３４３，５８６ ０．４ ０．９３ ４．０ １，２１５ ８．４ ５５，５４４ ２．４ ４１，６３０ １．５
５ １０５，３８７ ▲２．１ ３３８，５７３ １．７ ３１５，１５２ ０．６ ０．９２ ４．０ １，２９０ ▲１．５ ５５，４３９ １．７ ４１，７０５ ２．２
６ １２１，１７６ ▲３．８ ５９４，３９３ ▲２．１ ３０７，９７５ ２．６ ０．９１ ４．１ １，３２４ １１．７ ５５，９３７ ３．１ ４１，９００ ２．０
７ １１５，５３４ ２．１ ４８３，９１５ ▲１．２ ３３０，４８３ ２．７ ０．８９ ４．０ １，３７２ １２．９ ５５，４０７ ２．２ ４１，８６０ ２．２
８ ８９，１４２ ２．４ ４１２，２３５ ４．８ ３２２，５０１ ▲０．７ ０．８６ ４．２ １，２５４ ４．２ ５５，２７０ ２．４ ４１，８８７ ２．０
９ １２７，８３８ ▲１．９ ３５９，２０１ ▲１．０ ３０７，７７８ ▲１．１ ０．８４ ４．０ １，４０８ ３４．５ ５４，９４０ １．５ ４０，６２６ ▲１．６
１０ １１２，２８８ １０．２ ４０５，９８２ ２．４ ３１３，５４４ ▲４．０ ０．８０ ３．７ １，４２９ １３．４ ５４，４９９ １．０ ４０，９３１ ０．０
１１ １０９，１９７ ３．３ ３６６，６６４ ０．３ ３１０，１４６ ２．４ ０．７６ ３．９ １，２７７ ５．３ ５５，１６３ ０．８ ４１，３６４ ０．８
１２ ９３，７５９ ▲６．０ ８２１，２８０ １．７ ３６５，４３５ ▲３．７ ０．７３ ４．４ １，３６２ ２４．２ ５５，３６９ １．２ ４２，１４７ ０．９

２００９．１ １０２，１０４ ▲３．９ ３６９，２０１ ０．６ ３２１，７３２ ▲５．７ ０．６７ ４．１ １，３６０ １５．８ ５５，１１８ ▲０．９ ４１，８７２ ▲０．８
出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。着
工建築物工事費予定額（民間発注分）は、会社、会社でない団体、個人が建築主となっている工事の合計。大型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出
の前年比は、名目値の前年比。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高
は年末、月末残高。都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
可処分所得・消費支出は、勤労者世帯（農林漁家世帯を除く）の廃止に伴い、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含む）へ変更。
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経済指標｜福岡のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．０ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７０１，３４４ ▲２．１
２００７．１２ １２．８ １２．６ ３１５ １４．７ ３０６ ２７．１ ３，５４０ ▲３１．５ ▲１１．７ ▲２７．８ ▲５０．７ １００．４ ０．６ ８０，０８４ ▲２．４
２００８．１ １３．９ ８．６ ２８３ ２４．３ ３１３ ７．８ ３，９４０ ▲４．２ ▲０．８ ▲３３．１ １１３．７ １００．２ ０．６ ６２，８１８ ▲２．５

２ １５．７ １．３ １９０ ▲２６．１ ２７１ ▲１９．６ ３，０８６ ▲３４．２ ▲８．０ ▲３４．４ ▲５０．６ ９９．７ ０．４ ５０，９３７ ▲２．０
３ ２．５ ０．４ ４５１ ▲４７．０ １９２ ▲５０．０ ３，２５０ ▲４２．０ ▲０．５ ▲５１．２ ▲５６．７ １００．２ ０．８ ５８，５８０ ▲４．７
４ １８．０ ４．７ ３４８ ▲２７．０ ２１４ ▲３２．０ ４，０３０ ▲３．７ ▲６．５ ▲３．５ ▲１．７ １００．０ ０．４ ５５，３３３ ▲０．９
５ ２３．９ ０．４ ６３９ ２７．４ ２５４ ▲３１．４ ５，１３３ ３４．３ ２．６ ９．８ １９０．２ １０１．０ １．１ ５６，６７８ ０．０
６ １２．６ １０．７ ３０２ １４．６ ４４９ ▲３６．６ ４，２３９ ▲２９．２ ▲７．７ ▲２８．７ ▲４６．０ １０１．５ １．５ ５３，７１１ ▲４．４
７ ３０．６ ６．４ ３９５ ２２．８ ４０４ ９６．６ ４，８０９ ７１．１ ３３．６ ７８．０ ９６．２ １０１．８ ２．０ ６６，９７９ ２．１
８ ２８．８ ８．８ ３０５ ２．１ ４３９ ２６８．１ ４，４９２ ８４．４ １８．８ １１４．９ １２４．７ １０２．０ １．６ ５５，５５５ ▲０．５
９ ２０．４ ２３．４ ３８２ ３．９ ３０５ ▲３．２ ４，０７６ ８３．０ ７．２ １０９．０ １９２．１ １０１．８ １．５ ５０，８１６ ▲２．７
１０ ６．８ ０．１ ４５４ １．９ ３８９ １６５．７ ３，５２６ ２９．０ ▲１１．９ １８．５ ２１５．５ １０１．７ １．１ ５５，１６５ ▲２．３
１１ ▲１９．０ ▲１９．１ ２７９ ▲１９．８ １９２ １４．７ ３，１５３ ７．６ ▲１８．８ ９．７ ５７．７ １０１．０ ０．６ ５８，４１１ ▲２．５
１２ ▲３８．４ ▲１８．５ ２３５ ▲２５．５ ２６０ ▲１４．９ ３，４０５ ▲３．８ ４．４ ▲９．７ ３．０ １００．６ ０．２ ７６，３６１ ▲４．６

２００９．１ ▲４８．５ ▲３７．５ ２２０ ▲２２．３ １６６ ▲４７．０ ２，６７８ ▲３２．０ ▲１５．８ ▲７．０ ▲７５．１ １００．１ ▲０．１ ６０，１７６ ▲４．２
出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０２．６ ２．６ １０２．６ ２．６ １０９．３ ９．３ ９８．３ ▲１．７ １０７．４ ７．４ １０３．０ ３．０ １１３．８ １３．８
２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．６ ０．１ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ １０２．８ ０．１ １２２．８ ０．４
２００７．１２ １０８．３ ０．８ １０８．３ １．７ １１７．２ ４．８ １０３．８ ▲０．３ １４１．３ １７．０ １０８．５ １．３ １２８．４ ６．９
２００８．１ １０５．７ ３．９ １０４．９ ▲０．８ １２９．１ １５．７ ９７．９ １．４ １２４．８ １６．６ １０７．０ ４．８ １２６．２ １０．１

２ １０７．７ １０．１ １０５．２ １．６ １２１．５ １５．７ １０４．７ ９．９ １３０．４ ２８．１ １０９．３ １１．１ １１０．０ １．３
３ １０８．３ ６．７ １０１．７ ▲２．８ １１１．２ １１．１ １１９．７ ２１．９ １１９．１ １４．５ １０７．０ ５．４ １２６．５ ４．２
４ １０５．６ ８．５ １０６．９ ２．４ １２５．２ ７．０ １２２．７ ２１．１ １１６．８ ２６．３ １０５．５ ８．９ １２９．３ １０．１
５ １０７．０ １０．７ １０５．５ ２．２ １０６．７ ▲２．３ １１５．５ ２３．３ １２９．６ ４６．５ １０７．７ １３．１ １１６．２ ▲９．３
６ １０４．９ ６．６ １０２．９ １．１ １２４．８ ▲０．１ １０３．０ ４．８ １２２．９ ２１．７ １０３．９ ５．８ １２８．３ １．５
７ １０８．５ １０．４ １０４．２ ▲５．８ １１７．０ ０．６ １１１．３ １２．８ １３１．４ ３７．３ １１１．６ １３．７ １１６．７ １．４
８ １０２．４ ▲４．７ １００．０ ▲８．４ １１０．５ ▲０．７ １１１．５ ６．５ １１２．５ ▲１３．２ １０１．４ ▲７．６ １２９．３ ３．２
９ １０１．７ ▲０．１ １０１．８ ▲６．１ １１８．４ ６．０ １１８．４ ７．８ １１３．５ ▲２．２ １０１．０ ▲１．３ １１５．３ ▲８．５
１０ ９７．０ ▲９．６ １００．３ ▲２．１ １１１．４ ▲７．４ １１５．０ ８．２ １００．８ ▲２４．２ ９５．５ ▲１１．５ １１６．３ ６．２
１１ ９２．４ ▲１６．９ ９１．８ ▲１４．３ １１２．７ ▲６．２ １０５．６ ０．５ ８０．９ ▲４２．６ ８６．９ ▲２２．９ １２６．０ ４．２
１２ ８６．０ ▲１８．７ ７７．６ ▲２７．５ １０９．１ ▲７．８ ９５．４ ▲７．５ ７３．１ ▲４６．８ ９３．８ ▲１１．１ １３０．９ ２．９

２００９．１
出所 福岡県調査統計課

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，９７３ ▲４．２ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００７．１２ ７，９０７ ▲５．２ ３，８１７ ▲１２．９ ７２０，３９０ ２．４ ３７８，１４６ １．２ ０．７１ ３９ ▲７．１ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８．１ ７，９６３ ４．０ ４，３４２ ▲７．６ ３４２，９８６ ▲７．３ ３３３，８６８ １２．４ ０．６９ ３７ １２．１ １６９，６５９ ２．３ １３３，１８４ ２．１

２ １１，０５１ ０．５ ５，７３３ ０．５ ３８３，６０５ ７．０ ３５８，８０５ ３１．９ ０．７０ ３２ ▲２２．０ １６９，７０４ １．４ １３４，４８９ ２．５
３ １５，０４２ ０．４ ７，７９２ ▲４．３ ３４６，４７５ １４．３ ３４６，４６３ １７．２ ０．６８ ６０ ６６．７ １６９，７２７ ０．３ １３５，０６６ １．９
４ ７，６８４ ９．９ ４，０２７ ▲４．３ ３４０，１１９ ▲０．６ ３４３，８９３ １５．２ ０．６７ ４０ １１．１ １７３，３３８ １．３ １３４，００１ ２．１
５ ７，０７２ ▲５．６ ４，２２１ ▲０．２ ２９４，９４４ ０．４ ３００，６１５ ５．３ ０．６６ ４６ ▲１４．８ １７２，６３０ １．９ １３４，７７９ ３．２
６ ９，２１９ １．４ ４，８３７ ０．３ ５０３，５０３ ６．２ ２６９，２６９ ３．８ ０．６５ ４９ １４．０ １７３，７１５ １．８ １３４，５０３ ２．７
７ １０，１６５ １０．２ ４，９１７ ２．６ ４２０，９５８ ▲１．８ ３０２，６１５ ▲４．１ ０．６４ ３５ ▲２７．１ １７１，８１２ ２．４ １３４，６９９ ２．４
８ ６，７１７ ▲１１．４ ３，６４３ ６．７ ３９０，４９２ １８．３ ３３２，１４５ ▲１．８ ０．６３ ４４ １８．９ １７２，５０９ ２．８ １３４，９８２ ２．８
９ １０，１４９ ▲２．０ ５，００７ ▲４．２ ３２５，２９１ ０．２ ２８４，１０９ ▲７．５ ０．６１ ５７ ２３．９ １７０，７５７ １．０ １３３，７７５ ０．９
１０ ７，７３１ ▲１１．１ ４，０６７ ２．５ ３５９，２７３ ▲７．３ ２９１，２８９ ▲１７．１ ０．５８ ５０ １３．６ １７１，０１１ ２．１ １３３，９３９ ２．１
１１ ７，３０９ ▲２４．２ ４，３９２ ▲３．１ ３２８，９７１ ▲３．４ ２６９，１７３ ▲７．１ ０．５６ ４９ ４．３ １７２，０７６ ２．１ １３５，２１３ ２．０
１２ ５，８７１ ▲２５．７ ３，４７６ ▲８．９ ７１９，０２１ ▲０．２ ３２１，０５９ ▲１５．１ ０．５４ ４６ １７．９ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４

２００９．１ ５，７０４ ▲２８．４ ４，３１７ ▲０．６ ３３１，０８１ ▲３．５ ２８０，７９５ ▲１５．９ ０．５３ ４７ ２７．０ １７４，０４８ ２．６ １３７，８９４ ３．５
出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２０００年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２０００年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０９．６ ９．６ １００．５ ０．５ １２２．５ ２２．５ １１１．０ １１．０ ９９．２ ▲０．８ １０８．６ ８．６ １１２．０ １２．０
２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．５ ▲５．３ ９８．１ ▲１．２ １３８．６ ０．６ ７８．１ ▲３３．８ ９４．３ ２．６ １０１．０ ▲６．８ １２４．４ ９．９
２００７．１２ １０５．５ ▲６．０ ９５．９ ▲１５．６ １３７．９ ９５．０ １１５．９ ２．４ ８３．２ ▲４２．５ １０２．７ ▲８．０ １１３．７ ３３．７
２００８．１ １０４．８ ▲０．５ ９７．３ ▲１４．３ １５１．０ １０８．８ ９１．２ ▲５．９ ７７．４ ▲４２．２ ９９．１ ２．７ １２４．３ ３５．６

２ １０６．４ １．４ １００．０ ▲６．６ １５６．７ １１８．７ ８７．３ ３．２ ７８．７ ▲４８．１ １０１．７ ０．６ １２８．６ ３８．７
３ １１０．５ ２．８ １０１．１ ▲２０．５ １６３．８ １３８．６ ８０．２ ２．９ ７６．１ ▲５３．５ １０７．９ １．３ １１８．１ ３４．４
４ １０９．８ ２．５ ９７．３ ▲１０．９ １５４．６ １１０．４ １１６．２ １６．１ ８７．８ ▲３９．３ １０７．１ ４．１ １１３．５ ３６．４
５ １０８．０ ▲０．３ １０２．４ ▲１１．３ １４４．５ ８８．０ ９７．７ ▲２０．９ ９４．２ ▲２６．１ １０５．９ ▲１．８ １１７．０ ４０．５
６ １０５．６ ▲０．１ ９９．４ ▲１３．４ １３４．９ ７８．５ ７２．１ ▲３８．１ １０３．６ ▲２１．９ １０１．３ ▲０．３ １２０．３ ４５．２
７ １０２．３ ▲２．５ ９９．３ ▲５．７ １３９．３ ８４．４ ６７．９ ▲４９．６ １０１．４ ▲２９．６ １０２．３ ▲１．８ １２４．８ ４６．２
８ １０３．１ ▲２．７ １０５．２ ▲７．７ １３０．３ ７１．３ ７０．３ ▲４２．６ ９８．０ ▲１４．７ １００．３ ▲６．４ １２２．３ ４３．９
９ １０３．３ ▲１．３ ８９．６ ▲４．３ １３８．０ ０．５ ６６．２ ▲３０．０ １０５．２ １６．０ １０３．３ ０．９ １１９．２ ４．７
１０ ９８．９ ▲８．２ ９４．８ １．４ １３４．７ ▲９．２ ６３．１ ▲４２．１ １０２．６ ８．１ ９７．０ ▲１１．１ １２６．９ １４．２
１１ ９６．３ ▲１２．６ ９６．９ ▲２．５ １１３．５ ▲２２．９ ５６．３ ▲４３．２ １０４．６ １７．７ ９５．１ ▲１４．２ １３４．７ １８．８
１２ ９１．９ ▲１１．０ ９０．９ ▲１．４ １０７．６ ▲２２．２ ６９．１ ▲４０．１ １０２．１ ２２．７ ８９．０ ▲１１．２ １４３．３ ２６．１

２００９．１
出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．９ ２１．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，２８０ ▲１．８
２００７．１２ ▲６．３ １４．８ １７４ ▲１５．９ １０１ ▲３６．７ １，０３４ ▲２２．３ ▲９．２ ▲２０．２ ▲４９．８ １００．３ ０．２ ２１，５９２ ▲１．５
２００８．１ １６．４ ▲０．６ １０７ ▲１８．０ １１４ ２１．９ １，２４２ １５．９ ７．４ ３０．５ ▲１４．２ １００．０ ０．２ １７，１７６ ▲１．４

２ ２９．９ ▲２５．２ １５７ ５２．４ １３４ ３７．０ ９６３ ▲１８．１ ▲１６．５ １１．３ ▲６５．３ １００．０ ０．９ １３，５５１ ▲７．１
３ １９．３ ▲１７．５ ２６８ １７．０ ６９ ▲２７．４ ７３８ ▲３８．０ ▲１２．７ ▲４５．０ ▲６５．２ １００．３ ０．６ １５，１８９ ４．６
４ ▲１３．６ ４２．６ ２４１ ２８．９ ４２ ▲８１．５ ９９４ ７．２ ２８．４ ▲２２．５ ２１５．６ １００．１ ０．３ １４，５６９ ▲３．１
５ ２７．１ ２０．２ １８０ ▲１１．４ ７３ ▲６５．１ １，０５６ ▲３１．０ ▲１２．０ ▲２４．１ ▲７９．５ １０１．０ １．１ １４，８２２ ▲１．１
６ ▲９．８ ▲１６．３ ９４ ▲２８．２ ８１ ▲４３．７ １，０６３ ▲２４．４ ▲１６．６ ▲５７．３ ３６３．８ １０１．４ １．７ １４，０５７ ▲４．２
７ ６．６ ６６．９ １２５ ▲１６．１ １７７ １６４．２ ９９３ １．３ ２２．８ ▲１０．６ ４２．９ １０１．５ ２．０ １７，３３０ ０．４
８ ４．０ ５８．６ １２８ ▲１４．５ ９３ ５７．７ １，２６８ ４６．９ １８．３ ５０．７ １８１．０ １０１．８ １．６ １４，７０６ ▲２．３
９ １０２．４ ４８．６ ２４０ ▲４．９ ７７ ２８．１ １，０２１ ▲４．９ ▲５．５ ２３．９ ▲６９．６ １０２．２ １．８ １２，７４７ ▲２．５
１０ ▲４０．９ ４５．６ ２１８ １９．８ ７５ ６２．９ １，２４５ ３９．４ １４．０ ２４．２ ２０１．９ １０２．３ １．９ １４，４４４ １．２
１１ ▲３１．４ ２７．７ １１５ ▲３６．６ ８２ ▲１１．８ １，１６４ ２．２ ▲１１．１ ９．５ ５８．５ １０１．４ １．１ １５，００６ ▲１．４
１２ ▲５３．３ ２５．９ １４９ ▲１４．１ ８２ ▲１９．１ ７９５ ▲２３．１ ▲４．３ ▲２４．２ ▲５２．３ １０１．１ ０．８ ２０，６８３ ▲４．２

２００９．１ ▲５４．２ ▲１５．１ １０２ ▲４．９ ４３ ▲６２．８ ７７１ ▲３７．９ ▲１５．４ ▲５８．５ １１．４ １００．６ ０．６ １６，５２４ ▲３．８
出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，２３２ ▲３．１ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００７．１２ ２，０４５ ▲７．９ １，９９９ ▲５．１ ８４８，３７２ ２４．８ ３４９，３７０ ▲３．４ ０．７３ １１ ▲８．３ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８．１ ２，４５８ ６．８ ２，１９８ ０．３ ３４４，２５８ ▲５．５ ３１２，８７６ ▲０．６ ０．７１ １０ ▲１６．７ ４７，２００ ２．１ ２８，２６２ ３．９

２ ３，２５０ ２．３ ２，８８３ １．７ ３３７，４３３ ▲９．９ ２７９，２９２ ▲２．５ ０．７４ １５ ▲６．３ ４７，１７９ ２．１ ２８，１９８ ３．５
３ ４，７２４ １．３ ３，８２２ ▲２．５ ３５２，２１６ ▲７．１ ３２３，０３０ ６．７ ０．７１ １５ ２５．０ ４７，１２２ ０．２ ２８，８９３ ３．８
４ ２，１７６ ９．２ １，９９３ ▲１．６ ３３３，６５９ ▲１２．０ ３４２，９５９ １２．４ ０．７１ ７ ▲１２．５ ４７，７３１ ０．３ ２８，２３２ ４．８
５ ２，１３１ ▲０．６ ２，１７３ ▲０．８ ３１６，２１９ ▲６．６ ３１４，５５１ ▲１．１ ０．６７ １７ ３０．８ ４８，４２８ ２．７ ２８，７０６ ５．５
６ ２，４９４ ▲２．８ ２，４１７ ▲０．３ ５６２，５２８ ▲１０．１ ２８０，７６３ ６．１ ０．６５ １６ ４５．５ ４９，２１１ １．５ ２８，６２１ ４．４
７ ３，１３６ １７．７ ２，３２４ ４．８ ４１０，３６１ ▲１４．６ ３３４，１１４ ４．９ ０．６４ １４ ７５．０ ４８，５０８ ２．３ ２８，７３５ ４．８
８ １，７８１ ▲１４．０ １，９４３ ▲３．２ ３４７，８２６ ▲１．９ ２８７，１０４ ５．６ ０．６１ ２０ ５３．８ ４８，６７０ ２．８ ２８，８４３ ５．１
９ ３，０７３ ▲２．５ ２，３６２ ２．９ ３３９，９７１ ５．７ ２８８，９４０ １０．７ ０．６０ １６ ４５．５ ４８，１６９ ０．４ ２８，９２１ ４．４
１０ ２，１８０ ▲１１．４ ２，０６１ ９．９ ３８２，９１４ ７．４ ２９７，９４７ ４．１ ０．５６ １３ ３０．０ ４７，９９９ １．８ ２８，７６９ ２．７
１１ ２，２４２ ▲２５．０ ２，１８１ ７．９ ３３５，７４３ ▲５．８ ２９４，８６３ １．１ ０．５１ １３ ▲７．１ ４８，２５４ ２．６ ２９，０７５ ３．０
１２ １，５８７ ▲２２．４ １，９３０ ▲３．５ ６７３，２２０ ▲２０．６ ３４０，１５９ ▲２．６ ０．４９ ２３ １０９．１ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０

２００９．１ １，９８９ ▲１９．１ ２，２２７ １．３ ３２６，４３７ ▲５．２ ３４２，５０６ ９．５ ０．４４ １５ ５０．０ ４８，２３２ ２．２ ２９，４０１ ４．０
出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎のデータ�

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．６ ５７．０ ０ ０．０１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００７．１２ ５．６ ７５．７ ７，４５７ １５．３ １３５ ▲２３．７ ２８ ▲８４．０ ５７９ ２３．２ ▲１６．７ ７０．１ ６８．４ ３９７ ３．９１００．１ ０．５
２００８．１ １９．１ ３７８．９ ５，５４７ ▲６．２ ９４ ▲３３．５ ４３ ２５．３ ５１２ ▲８．４ ２．４ ▲９．９ ▲３７．７ ２６１ ▲４．５ ９９．８ ０．６

２ ２８．７ ３２．１ ５，６４０ ０．５ １３４ ▲１３．３ ３５ ▲４６．８ ５４９ ４．６ ▲２．７ １５．７ ▲５８．３ ３１９ ▲２．３ ９９．６ ０．５
３ １５７．０ ▲１１．３ ６，６１２ ▲３．３ ２４０ １９．９ ２８ ▲１３．８ ５５８ １３．０ ４．０ ２２．３ ６．３ ４９１ ▲９．８１００．０ ０．６
４ ３７．０ ３４．８ ７，６１５ １３．０ ６７ ▲３６．３ ６３ １５８．４ ５１８ ▲２１．５ １０．４ ▲３２．２ ▲５３．７ ４００ ▲９．９１００．２ ０．６
５ ４．８ ４８．４ ６，７４０ １７．８ ４２ ▲４６．７ ３５ ▲２８．３ ４０１ ▲３８．３ ▲１０．３ ▲６２．７ ０．０ ５２９ ▲０．４１００．９ １．２
６ ▲３８．９ １８．８ ５，６８６ １１．２ １１５ ２．３ ４７ ▲２０．３ ７５７ ２９．８ ２９．２ ２８．１ ６４７．１ ２７６ ▲１．３１０１．１ １．７
７ ▲１２．０ ６５．９ ５，７９９ １８．３ １２４ ▲２．９ ９９ ６．６ ４５７ ▲２３．７ １．４ ▲１５．５ ▲６９．０ ３３２ ▲０．４１０１．５ ２．２
８ ６７．３ ６９．８ ４，７５８ ４．５ １５１ ▲２７．３ ６９ ▲３５．２ ６０９ ２５．１ １６．４ １１．４ ９８．４ ５４３ ▲８．１１０１．８ ２．０
９ ▲４９．０ １８．８ ５，６９３ １６．７ １５３ ▲２７．１ ４１ ▲３９．９ ６２６ ▲７．１ ▲２１．７ ▲３２．８ １５６．８ ３２７ ▲１７．１１０１．９ ２．０
１０ ▲９．８ ２３．６ ５，８５０ ▲３．０ １９２ ▲６．９ ５０ １．６ ７０３ ６６．２ １３．９ １０５．７ ３０５．９ ４１２ ▲２．９１０１．９ １．６
１１ ▲１０．８ ６．８ ６，０４８ ▲６．８ １２１ ▲３３．７ ２５ ▲２７．１ ６９２ ３．６ ▲１７．１ ▲４２．２ ６４８．６ ３８９ ▲１５．８１０１．０ １．０
１２ ２８．１ ２４．２ ７，５１１ ０．７ １４１ ４．５ ４７ ７０．０ ５６０ ▲３．３ ７．４ ▲１０．８ ９．４ ３１４ ▲２０．８１００．９ ０．８

２００９．１ ５８．３ ▲７９．５ ５，４３１ ▲２．１ １２７ ３５．９ １６７ ２９０．９ ４７２ ▲７．８ ▲２２．７ ３．８ ▲７．９ １８３ ▲２９．８１００．５ ０．７
出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品生
産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ９．７
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ０．０
２００８年 １１９．１ １２．５ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０ ０．０ ０ ０．０ ０．０
２００７．１２ １１０．５ １．９ ９５．５ ▲２９．４ １０９．３ ▲８１．３ ５２．４ ▲１１．１ １３２．６ １２．３ １８２ １６．６ ２４８ ▲１０．７ １７．４
２００８．１ １２４．２ １０．７ １３７．３ ▲２．５ １０８．３ ２．５ ５０．０ ▲１７．２ １３７．２ ２８．９ １７２ ２７．１ ２６０ ▲８．０ ０．６

２ １２８．７ ２１．０ １５６．７ １７．０ １１４．２ ９．０ ４６．９ ▲２１．６ １３７．８ ３１．２ １９４ １７．５ ２４６ ▲２．６ ７．５
３ １０３．６ ▲０．４ １５７．６ ２１．４ １１０．０ ２．０ ３２．４ ▲５０．３ １３１．６ １７．８ １８７ ▲１２．４ ２２４ ▲２４．４ １７．４
４ １２９．５ ２９．６ １４４．０ ３２．７ １０４．４ ▲１．４ ４８．８ ▲３３．３ １３５．９ ２４．０ ２０２ １２．１ ２３９ ２．６ ２９．３
５ １２２．１ １９．８ １５５．２ ６４．８ １０４．１ ▲７．８ ５３．９ ▲３４．８ １３４．０ １８．３ １８４ ５．７ ２４５ ▲５．３ １０．８
６ １１９．４ １６．９ １５１．７ ５７．６ ９３．１ ▲１３．７ ６０．２ ▲１５．２ １４５．９ ２３．５ ２０２ ５．５ ２９４ ２５．２ ２１．２
７ １１９．６ １３．９ １７８．１ ７７．１ ９６．２ ▲４．２ ６１．８ １．０ １４８．５ ２２．８ １７６ ０．９ ２７２ ２１．１ １６．２
８ １３１．５ １７．７ ２０３．３ １０３．３ １０９．５ ▲７．４ ３６．１ ▲４１．５ １５８．９ ２２．８ １７８ ▲５．８ ２５０ ０．２ ▲６．６
９ １２４．０ １９．５ １８７．２ ９０．３ １０７．７ ▲１．１ ３３．３ ▲２７．４ １４８．７ １３．８ ２０３ １０．４ ２５５ ▲２．３ ▲１９．１
１０ １２４．３ ２０．２ １５２．０ ７６．２ １０１．９ ▲８．８ ３９．６ ▲２２．８ １６５．７ １５．８ ２１８ １７．８ ２７７ ５．１ ▲４．３
１１ １１１．５ ▲３．２ １３７．０ ４５．４ ９７．２ ▲１３．９ ６０．４ ２．８ １６２．９ ４．２ １６９ ▲１２．２ ３１６ １４．８ ▲１２．２
１２ １０２．６ ▲５．８ １２１．２ ２２．４ ９６．９ ４００．０ ４９．３ ▲６．７ １５１．１ １１．４ １７８ ▲２．０ ３０３ ２２．３ ▲３８．７

２００９．１
出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７ ３４８，７１１ １２．３ ２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４ ３６４，６５５ ４．６ ３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２５，３２８ ▲３．８ ２０，２６２ ▲２．２ ２３，２５０ ▲１．１ ３６４，２７６ ▲０．１ ２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００７．１２ １４，０３４ ▲３．１ １，５５８ ３．７ １，６０３ ▲１２．７ ６１２，９５９ ▲６．３ ３５１，２１３ １０．５ ０．５７ １１ ５７．１ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８．１ １１，９８４ ▲２．３ １，６６９ ６．２ １，８４６ ▲４．６ ２６７，９８１ ▲７．８ ２９３，７６０ ▲８．５ ０．５６ １２ １００．０ ４０，４６７ ２．０ ２４，１６６ ▲２．４

２ ９，５３７ ２．１ １，９７１ ４．６ ２，１８５ ▲９．７ ３０３，９３５ ▲１８．８ ２５１，２４４ ▲１２．０ ０．５８ １４ ５５．６ ４０，５３９ ２．１ ２４，３３７ ▲２．０
３ １０，１７６ ▲２．２ ２，９７８ ３．４ ３，０９８ ▲８．８ ２７０，１６３ ▲２２．８ ３２２，８１７ ▲１６．５ ０．５９ １８ ６３．６ ４０，３１８ ０．３ ２４，８７４ ▲１．７
４ ９，９０８ ▲３．７ １，３７３ １１．９ １，６７２ ▲１０．８ ３２１，５３１ ▲９．８ ２８０，３３１ ▲８．１ ０．５９ １５ １５０．０ ４０，９２８ ０．１ ２４，１９３ ▲１．６
５ １０，１２６ ▲４．３ １，３５７ ▲０．６ １，７９３ ▲２．８ ２７４，３９９ ▲６．８ ２６０，２８５ ▲２１．８ ０．５９ １１ ▲４２．１ ４１，４１２ １．０ ２４，１４８ ▲１．６
６ ９，７５０ ▲５．０ １，５４８ ▲５．１ １，９５１ ▲２．６ ５２７，７７７ ８．３ ２５８，９５６ ▲９．５ ０．５８ １７ ８８．９ ４１，３７８ ▲１．６ ２３，７９５ ▲３．４
７ １１，８９６ ▲１．２ １，９３０ １６．９ １，９０７ ８．７ ３７０，２２３ ▲９．９ ２８５，９１７ ▲１７．３ ０．５７ １７ １３．３ ４１，０７９ ▲０．５ ２３，９０５ ▲２．８
８ １０，４２０ ▲５．１ １，３４８ ▲３．１ １，４７１ ▲０．９ ３４１，８７２ ２．４ ３００，６２４ ▲６．９ ０．５８ １５ ▲２１．１ ４１，２７８ ０．６ ２３，９７３ ▲２．３
９ ８，９３９ ▲６．０ ２，０７７ ▲０．６ ２，０５４ ２．７ ３３０，８５７ １７．３ ２７８，１９８ ▲０．４ ０．５７ １５ １５．４ ４０，６２０ ▲０．７ ２３，６８６ ▲２．９
１０ ９，３７１ ▲５．８ １，３９３ ▲１７．７ １，７６２ １４．０ ３３２，６８７ １０．７ ２６７，４４９ ▲１２．５ ０．５５ １５ ▲２１．１ ４０，４４２ ▲０．２ ２３，５１５ ▲３．０
１１ １０，２２６ ▲３．９ １，４０３ ▲２０．８ １，８５４ １３．０ ２９９，１８６ ５．８ ３５７，１９２ ３４．２ ０．５３ １５ ３６．４ ４０，７７１ ▲０．７ ２３，５６６ ▲２．５
１２ １２，９９５ ▲７．４ １，２１５ ▲２２．０ １，６５７ ３．４ ７３０，７０１ １９．２ ４０２，６８６ １４．７ ０．５２ １４ ２７．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１

２００９．１ １１，２４１ ▲６．２ １，２３９ ▲２５．８ １，８５４ ０．４ ２９６，６５９ １０．７ ３０９，７７３ ５．５ ０．４８ １０ ▲１６．７ ４０，６３６ ０．４ ２３，９８６ ▲０．７
出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁
田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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貿易お役立ち情報�
U s e f u l  I n f o r m a t i o n

北京
場 所 展 覧 会 名 期 間

中国国際貿易中心 ２００９中国海外旅行交易会 ４月２２日～４月２４日
２００９中国特許展覧会 ５月８日～５月１０日
２００９北京国際玩具及び幼児教育用品展覧会

５月１８日～５月２０日
２００９中国際妊婦及び赤ちゃん、児童用品展覧会
２００９北京在住外国人に関するサービス展覧会 ５月２２日～５月２４日
２００９中国北京夏季不動産展示交易会 ６月２５日～６月２８日

北京展覧館 北京国際道路運輸、都市交通車両及び部品展覧会 ４月２２日～４月２４日
２００９中国国際ホテル博覧会

５月１３日～５月１５日
２００９第７回北京国際商用車両及び部品展覧会
第３回中国北京国際警察用装備及びテロ対抗技術装備展覧会 ５月１９日～５月２１日
建国６０周年芸術教育成果展覧会

５月２７日～５月２９日
第１回国際青少年文化芸術教育用品博覧会
２００８中国（北京）茶業博覧会国際智能標識及び智能カード展覧会 ６月３日～６月５日
２００９第１３回中国国際ソフト博覧会 ６月１１日～６月１３日
２００９北京国際観光博覧会 ６月１８日～６月２０日
第９回中国国際電池製品及び原材料、部品、機械設備展示交易会 ６月２５日～６月２７日

中国国際展覧中心 ２００９北京国際美容美髪化粧品及び洗剤用品博覧会 ４月２２日～４月２４日
第１８回中国国際専門的音響、照明、楽器及び技術展覧会 ５月２８日～５月３１日
中国国際口腔設備材料展覧会及び技術交流会 ６月１０日～６月１３日
２００９第５回北京国際石炭装備及び鉱山技術設備展覧会

６月２８日～６月３０日
２００９中国北京国際ブランド家庭用品と装飾芸術展覧会

全国農業展覧館 ２００９第５回全国北京オーブン、バーベーキュー展覧会 ４月２２日～４月２４日
２００９北京現代芸術博覧会 ４月２７日～４月３０日
中国（北京）国際スポーツ用品及びデジタルスポーツ博覧会 ５月６日～５月８日
２００９国際刑事探偵、麻薬禁止、テロ対抗装備展覧会及び技術交流会 ５月２０日～５月２２日
第１８回中国国際専門的音響、照明、楽器及び技術展覧会 ５月２８日～５月３１日
中国農業博物館写真展示会 ６月１日～９月３０日

長春
長春国際会展中心 ２００９中国長春第６回医療器械博覧会及び第１回家庭用健康器械展覧会 ６月３日～６月５日

瀋陽
瀋陽科学宮会展中心 ２００９第２回中国（東北）国際科学メーター及び実験室装備展覧会 ５月７日～５月９日

青島
青島国際会展中心 第６回中国国際食品加工及び包装設備（青島）展覧会 ４月２４日～４月２６日

２００９第８回青島国際自動車展覧会 ５月２１日～５月２５日
２００９第１０回中国（青島）国際皮製品、靴機械、靴材料展覧会

６月２８日～６月３０日
２００９第１０回中国（青島）国際縫製設備展覧会

南京
南京国際博覧中心 第２回江蘇国際グリーンエコ建築建材展覧会 ５月７日～５月９日

２００９第８回南京国際紡績品・生地・補助材及び紡績ファッション博覧会 ５月１４日～５月１６日

上海
上海新国際博覧中心 第１３回上海国際自動車工業展覧会 ４月２２日～４月２８日

中国国際自転車展覧会／中国国際電動式自転車展覧会 ５月４日～５月７日
第３回国際太陽光エネルギー会議＆展覧会 ５月６日～５月８日
第１１回中国国際ベーカリー展覧会 ５月１２日～５月１４日
上海国際ジュエリーフェア ５月１２日～５月１５日
第２０回中国国際ガラス工業技術展覧会 ５月１３日～５月１６日
第１４回中国国際美容スキンケア用品博覧会 ５月１８日～５月２０日
第１０回中国国際食品＆飲料展

５月１９日～５月２１日第９回上海国際包装＆食品加工展覧会
第７回中国（上海）国際家具展覧会＆上海国際インテリア展示会
第１４回中国国際建築貿易博覧会及び関連展示会 ５月２５日～５月２８日
中国国際鋳型、鋳型設備展覧会及び関連工業展覧会

６月２日～６月５日
第１４回北京埃森溶接及び切断展覧会
上海国際紡績機械展覧会 ６月１２日～６月１５日
２００９中国（上海）国際紡績品及び布地博覧会／２００９中国（上海）国際アパレルＯＥＭ生産博覧会

６月２３日～６月２５日２００９年世界製薬原料中国展覧会
アジア食品素材及び技術展覧会
第１０３回中国文具用品商品交易会

６月２９日～７月１日
２００９中国持続可能建築国際論壇＆集合住宅技術及び生態都市建設博覧会
第７回上海国際景観設計＆都市建設展覧会
中国国際プール、浴室技術＆サウナ、理学療法及び健康設備展覧会
中国国際アルミニウム業展覧会 ６月３０日～７月２日
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場 所 展 覧 会 名 期 間

上海国際展覧中心 第９回中国国際電力電工設備＆発電脱硫・脱硝展覧会 ４月２３日～４月２５日
第１０回中国国際環境保護＆給排水処理展覧会 ４月２８日～４月３０日
第５回上海国際配管工業展覧会

５月５日～５月７日
第２回中国（上海）国際パイプ材展覧会
第４回国際粘着テープ＆保護フィルム（上海）展覧会

５月１０日～５月１２日
国際フィルム材料・技術設備（上海）展覧会
２００９中国（上海）国際茶博覧会

５月１５日～５月１７日
２００９第４回上海国際幼児教育展
２００９年アジア国際非織造材料展 ５月２０日～５月２２日
２００９中国国際有機食品博覧会 ５月２７日～５月２９日
中国国際バイオテック博覧会 ６月１日～６月３日
２００９第６回上海国際模型展覧会 ６月６日～６月８日
第１５回上海国際冶金工業展覧会

６月１１日～６月１３日中国国際鋼鉄貿易博覧会
第５回上海国際金属工業展覧会
２００９年中国（上海）ワイン博覧会 ６月２５日～６月２７日

上海世貿商城（上海マート） ２００９（第６回）中国紡績服装多国籍仕入れ交易会 ４月２２日～４月２４日
２００９韓国ファッション博覧会 ４月２２日～４月２４日
第１０回上海国際環境保護＆給排水処理展覧会 ４月２８日～４月３０日
２００９長江デルタ商業不動産と投資（上海）展覧会 ５月２日～５月４日
２００９上海国際モーター＆磁性材料展覧会兼２００９上海国際コンバーター展覧会・２００９上海クレーン機械運輸展覧会 ５月７日～５月９日
２００９上海国際お菓子製造業展覧会

５月１３日～５月１５日
第４回上海国際でん粉＆誘導体新技術・新設備展覧会兼検討会
アジアノンブーンファブリック展覧会 ５月２０日～５月２２日
２００９上海建築設計・都市計画展覧会 ６月１０日～６月１２日
２００９第６回中国国際自動販売システム＆ビジネス用自動サービス製品展覧会

６月２２日～６月２４日
２００９上海国際デジタル商品＆技術展覧会

広州
広州中国輸出商品取引会
琶洲展館
（China Import & Export Fair
{Pazhou} Complex）

第１０５回広州交易会（第２期） ４月２４日～４月２８日
第１０５回広州交易会（第３期） ５月３日～５月７日
第８回国際印刷見本市

５月１８日～５月２０日第８回国際コーティング、印刷用インク見本市
第４回電気メッキ産業＆腐食防止関連技術見本市
第２３回国際プラスティック・ラバー産業見本市 ５月１８日～５月２１日
第１３回中国パン製造産業見本市 ５月２１日～５月２３日
第２３回国際陶磁器産業見本市 ６月１日～６月４日
２００９第１９回国際靴＆皮革製品見本市 ６月２日～６月４日
緊急避難、警察＆反テロリズム装置、金融産業安全装置見本市

６月９日～６月１１日
一般用セキュリティ＆セーフティ見本市
広州国際照明、電化ビル技術見本市 ６月９日～６月１２日
国際 食料・飲料、肉用食材処理、包装見本市 ６月１０日～６月１２日
第１０回中国国際金属、冶金産業見本市

６月２３日～６月２６日
第４回中国国際金属産業見本市

広州市錦漢展覧中心
（Guangzhou Jinhan Exhibition
Centre）

広州皮革製品、靴、バッグ＆アクセサリー見本市 ５月３日～５月７日
広州国際 金・宝石見本市 ５月９日～５月１２日
広州国際物流見本市 ５月２０日～５月２２日

保利世貿博覧館
（Poly World Trade Centre
Expo）

第１９回錦漢見本市－贈答品 ４月２２日～４月２８日
第１４回錦漢見本市－アパレル、家庭用ファブリック ５月３日～５月７日
生地用印刷技術見本市 ５月１２日～５月１４日
２００９広州金属産業見本市 ５月１７日～５月１９日

深セン
深セン会議展覧中心
（Shenzhen Convention &
Exhibition Centre）

第１７回中国国際贈答品・手工芸品・時計・家庭用品見本市 ４月２５日～４月２８日
２００９深セン（春季）不動産見本市 ５月１日～５月５日
２００９深セン国際サイエンス＆リビングフェア ５月７日～５月１０日
２００９深セン国際文化産業フェア ５月１５日～５月１８日
国際原料調達見本市 ５月２３日～５月２５日
一般用電化製品見本市 ５月２３日～５月２６日
２００９光電池技術ショウ ５月２７日～５月２９日
第７回深セン磁気原料＆設備見本市

６月１９日～６月２１日

第７回中国（深セン）国際自動車見本市
２００９ＤＡＸ広告・ＬＥＤ見本市
２００９第１０回ＤＺＸ印刷見本市
２００９第１７回電子部品見本市＆写真用電子製品見本市
２００９中国国際ＬＥＤ見本市
第９回ＤＡＸ広告見本市
第１３回華南地区水資源産業見本市 ６月２４日～６月２６日
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香港・マカオ
場 所 展 覧 会 名 期 間

Hong Kong Convention &
Exhibition Centre

２００９香港家庭用品見本市
４月２０日～４月２３日

２００９ペット関連産業見本市
２００９香港贈答品見本市 ４月２７日～４月３０日
第１３回アジア国際ホテル・飲食関連産業・器具見本市

５月６日～５月９日
第１３回アジア飲食見本市
アジア葬儀関連産業見本市 ５月１３日～５月１５日
香港国際芸術展 ５月１４日～５月１７日
ブロードバンド世界フォーラム ５月２０日～５月２２日
第８回教育関連見本市 ５月２３日～５月２４日
第５５回夏季婚礼見本市

６月５日～６月７日
第１０回香港ビューティ・コスメティックフェスタ
第４回ビジネス・インセンティブ旅行見本市 ６月１１日～６月１３日
第２３回国際旅行見本市 ６月１１日～６月１４日
香港宝石見本市（６月） ６月１８日～６月２１日

Asia World Expo Hong Kong チャイナ調達見本市－家庭用品
４月２０日～４月２３日

チャイナ調達見本市－乳児・幼児関連商品
香港国際印刷・包装見本市 ４月２７日～４月３０日
チャイナ調達見本市－贈答品

４月２８日～５月１日チャイナ調達見本市－ファッションアクセサリー
チャイナ調達見本市－下着＆水着
２００９クーリエ・パーセル物流見本市 ５月１９日～５月２１日
第４回アジア国際アート・アンティーク見本市 ５月２２日～５月２５日
アジア ファッション・宝飾品フェア（６月） ６月１８日～６月２１日

ベネチアン マカオ ２００９国際ゲーム見本市 ６月２日～６月４日

バンコク
バンコク国際貿易展示センター
（Bangkok International Trade &
Exhibition Centre）

タイ下請産業展

５月１３日～５月１６日

タイ自動化産業見本市
タイ特殊物流見本市
タイ特殊機械用具、金属切断用具見本市
タイ特殊用具、工具見本市
金属特殊加工技術見本市
タイ特殊溶接技術見本市
国際機械見本市
国際環境保護技術見本市

５月２０日～５月２３日特殊ポンプ、バルブ見本市
東南アジア再生エネルギー技術展
家具＆装飾関連品見本市 ５月２３日～５月３１日
国際食材処理、包装見本市

６月１７日～６月２０日
国際医療品、化粧品包装処理技術見本市
国際電子製造技術見本市

６月２５日～６月２８日

国際プラスティック＆ラバー機械見本市
各種自動化装置部品、製品見本市
国際金型技術見本市
国際工場自動化原料処置技術見本市
国際製造技術見本市
国際 水力・空力コンプレッサー見本市
アセアン自動化部品、自動化装置見本市

Queen Sirikit National
Convention Centre

アジア太平洋コーチングショウ ６月３日～６月５日
家庭用品見本市 ６月６日～６月１４日

Impact Exhibition &
Convention Centre

バンコク国際贈答品＆家庭用品、装飾品見本市 ４月２１日～４月２６日
国際 食料品、飲料品見本市 ５月１３日～５月１７日
美容健康関連フェスタ

５月２３日～５月３１日
婚礼フェア

ホーチミン・ハノイ
Saigon Exhibition &
Convention Centre

ベトナム美容関連品見本市（化粧品、美容室、スパ設備等） ４月２３日～４月２５日
国際工業機械機器見本市 ５月１２日～５月１５日
デジタルメディア・コンテント、放送関連見本市 ５月２０日～５月２３日
ベトナム建築見本市 ６月４日～６月７日
ベトナム漁業関連見本市 ６月１２日～６月１４日

Hanoi International Center for
Exhibition

国際プラスティック＆ラバー見本市

５月２１日～５月２３日
自動化機器・設備・部品見本市
金型部品、金型技術見本市
自動化製造技術見本市
国際 電子製造技術見本市 ５月２８日～５月３０日
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１２ ９ １．８５ ２．５０ ３．１０ ３．７０ １６，１１１ １１７．４８ １３９．３８

０６．１ １１ １．８０ ３．１５ ３．７５ １６，６４９ １１７．１８ １４１．９０
２ １０ ２．００ ３．７０ １６，２０５ １１６．３５ １３７．８６
３ ２７ ０．０６ ０．０６ １０ ２．１０ ２．７０ ３．４０ ３．８５ １７，０５９ １１７．４７ １４２．５４
４ １１ ０．０８ ０．０８ １１ ２．４５ ２．９０ ３．６０ ４．０５ １６，９０６ １１４．３２ １４３．４０
５ １０ ２．５０ ３．０５ ３．８０ ４．２５ １５，４６７ １１１．８５ １４４．００
６ ９ ２．４５ ３．１０ ３．７５ ３．９５ １５，５０５ １１４．６６ １４５．７９
７ １４ ０．４０ １８ ０．１０ ０．２５ ０．３０ １１ ２．６５ ３．７０ ３．９０ １５，４５６ １１４．４７ １４５．９６
８ １５ ２．１２５ １０ ２．５０ ３．０５ ３．５０ ３．８５ １６，１４０ １１７．２３ １５０．６６
９ ８ ２．３０ １６，１２７ １１８．０５ １４９．５８
１０ １１ ２．３５ ２．９０ ３．２５ ３．７０ １６，３９９ １１７．７４ １４９．３６
１１ １０ ２．３０ ３．０５ ３．４５ ３．８０ １６，２７４ １１６．１２ １５３．１２
１２ ８ ２．３５ ３．３５ ３．７０ １７，２２５ １１８．９２ １５６．６８

０７．１ １０ ２．４０ ３．００ ３．３０ ３．６０ １７，３８３ １２１．３４ １５７．１５
２ ２１ ０．７５ ２６ ０．２０ ０．３５ ０．４０ ９ ２．３０ ３．６５ １７，６０４ １１８．５９ １５６．６６
３ ２６ ２．３７５ ９ ２．２０ ３．０５ ３．３５ ３．７０ １７，２８７ １１８．０５ １５７．２１
４ １０ ２．２５ １７，４００ １１９．４１ １６２．４０
５ ３．１５ ３．５０ ３．８５ １７，８７５ １２１．６３ １６３．４６
６ ８ ２．４５ ３．２０ ３．４５ ３．８０ １８，１３８ １２３．４８ １６６．０４
７ １０ ２．５５ ３．４０ ３．７５ ４．０５ １７，２４８ １１８．９９ １６４．１１
８ ４．１０ １６，５６９ １１６．２４ １５８．８０
９ １１ ２．２５ ３．３０ ３．６５ ４．００ １６，７８５ １１５．２７ １６３．３３
１０ １０ ２．４５ ３．２５ ３．５０ ３．８０ １６，７３７ １１４．７８ １６５．８９
１１ ９ ２．２０ ３．３０ ３．６０ ３．９０ １５，６８０ １１０．２９ １６２．６７
１２ １１ ２．３０ ３．２０ ３．４５ ３．７５ １５，３０７ １１３．１２ １６５．７０

０８．１ １０ ２．１０ ３．１５ ３．３５ ３．６５ １３，５９２ １０６．６３ １５８．４３
２ ８ ２．１５ ３．００ ３．２０ ３．５５ １３，６０３ １０４．３４ １５８．９３
３ １１ ２．１０ ３．１０ ３．３０ ３．６０ １２，５２５ ９９．３７ １５６．９７
４ ３．１０ ３．２０ ３．４５ １３，８４９ １０４．０５ １６２．０３
５ ９ ２．４０ ３．１５ ３．３０ ３．５５ １４，３３８ １０５．４６ １６３．２０
６ １０ ２．４５ ３．４５ ３．６５ ３．９０ １３，４８１ １０５．３３ １６６．４３
７ １０ ２．４０ ３．５５ ３．７５ ４．００ １３，３７６ １０８．１３ １６８．８７
８ ８ ２．２５ ３．３５ ３．５５ ３．８０ １３，０７２ １０８．８０ １６０．３８
９ １０ ２．３０ ３．２０ ３．４０ ３．６５ １１，２５９ １０４．７６ １５０．４９
１０３１ ０．５０ １０ ２．３５ ３．３０ ３．５０ ３．７０ ８，５７６ ９７．０１ １２３．２３
１１ ５ ０．１２ ０．２５ ０．３０ １１ ２．４０ ３．３０ ３．５５ ３．６５ ８，５１２ ９５．４７ １２１．１８
１２１９ ０．３０ ２２ ０．０４ ５ ２．１７５ ３．１０ ３．３０ ３．５５ ８，８５９ ９０．２７ １２７．２０

０９．１ ２２ １．９７５ ９ ２．２５ ３．００ ３．２０ ３．４５ ７，９９４ ８９．５１ １１５．４２
２ ２．９５ ３．１０ ３．３５ ７，５６８ ９７．８７ １２４．３３
３ ２．９０ ３．０５ ３．３０

０９．３．１３
現在 ０．３０ ０．０４ ０．２５ ０．３０ １．９７５ ２．２５ ２．９０ ３．０５ ３．３０ ７，５６９ ９７．９９ １２６．５５

マーケットデータ

預金金利・貸出金利等の推移

（注）スーパー定期、自由金利定期は、月内最終営業日の金利。銀行預金、短期プライム、住宅ローンは福岡銀行の金利。日経平均は切り捨て。
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編 集 後 記 �

黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�平　松　毅一郎�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斎　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

「ＴＯＰに聞く」の取材で訪問させていた

だいた西部技研様は、私が上海に駐在して

いた２００５年に上海事務所を開設され、その

後、工場を設立するまでに中国事業を拡大

されています。少しではありましたが、進

出のお手伝いをさせていただいたことが懐

かしく思い出されます。今後、益々のご発

展をお祈りしております。

１年間の派遣期間を終え、４月から派遣

元に戻ります。この１年間沢山の方々にお

会いし、いろいろと勉強させていただきま

した。皆様本当にありがとうございました。

次は九州最北の都市でお会いしましょう。

世界に誇る産業技術や環境、豊かな自然、

おいしい食物など見所満載の街をご案内し

ます。ぜひおいでください。

ご覧頂いたとおり、トップに聞くのコー

ナーを今月号よりリニューアルし、社長様

方の経営に対する思い入れなど、より詳し

くご紹介できるようになりました。景況感

調査でもご紹介したように、経営環境は厳

しい状態が続いていますが、元気な企業の

取り組み等をご紹介することで、読者の皆

様のご参考になれば幸いです。

渡 辺 和 田 横 尾

最近の経済指標をみると、「戦後初の…」

とか「統計始まって以来の…」といった言

葉（数字）が並んでいます。一方で、気にな

る出来事もありました。桜の開花は、昨年

より１１日早く、例年の１３日も早い開花と

なっています。まさに「１９５３年の統計始まっ

て以来の早い桜の開花」だそうです。これ

も驚くべき事実です。

春爛漫、卒業式や入学式の場面に出会う

と、季節の節目であることを実感させられ

ます。世の中では新しい動きが着実に始動

しています。私どもの月報でも、今月から

「トップに聞く」をリニューアルし、頭取

自ら訪問しています。お取引先の果敢な取

り組みなどを、よりリアルにご紹介してま

いります。

今回のベトナム、ホーチミン市訪問では、

金融危機前後の影響について取材をしまし

た。進出企業を取り巻く環境は大きく変化

していましたが、街の活気は以前と変わり

ないように思われました。街を歩く人々も

元気がよく、この国が今後大きく発展する

可能性は非常に高いと感じました。

真 田 島 浦 平 松

海 外拠点紹介

ＦＦＧ調査月報１１号 ２００９年３月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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